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表紙写真説明

—衛星から見た日本海中部地震津波のツメ跡ー一

昭和58年5月26日の日本海中部地震は，秋田・青森の両県沿岸

に未曽有の津波災害をもたらした。秋田県北部の峰浜村では14m

の高さの砂丘を越えて，海岸から約1km奥の水田にまで津波が侵

入した。津波の浸水域の痕跡は，ランドサット衛星のMSS画像

からもはっきりととらえることができる。右の画像は津波の約 l

ヶ月半後の7月12日の秋田県北部のもの，左の画像はその前年の

同期，すなわち57年7月8日の同じ地域のものである。右の画像

上の海岸線の中央部に沿って内陸側に白く明るい斑点（矢印）が

拡っているのが見られるが，左の画像の対応する位置にはそのよ

うな斑点はない。この位償は水田への津波の浸水が最もひどかっ

た場所に合致する。 MSSの5バンド帯は植物による吸収と裸地

面による反射の大きい波長域であり，高い輝度は，植物が海水で

枯れて土壌が露出していることを示す。両方の画像を重ね合わせ，

各バンドごとに，各地点の両者の輝度値の差を求めると変化のあ

った地点だけ大きな輝度値の差が生じる。そのような地点は津波

の浸水域とぴったり一致する。この方法によれば，広い範囲に分

布する津波や高潮の被災地を客観的に判別することができる。こ

れは当センターにおける津波とリモートセンシング技術について

の最近の研究成果の一つである。

一本文参照一



序

所長高橋 博

今年は当センターの海の防災研究を中心となっ

て推進する平塚支所が開設されてから20年目に当

ります。風と波の相互作用を外洋における観測に

より研究する必要が国際的に唱えられていたこと

から，昭和38年当センター発足の年に雪害実験研

究所に続く研究施設として企画され，昭和39年地

元の協力もえられて平塚に地を定め，当時の施工

技術の限界である水深20mの現位置に観測塔設置

を決め，海底下でPS波測定等を含む地盤調査を

実施し，昭和40年に観測塔と陸側の研究施設を建

設し，昭和41年分室として発足し，昭和42年に支

所となりました。このような外洋性の海の研究用

観測塔はわが国になく，他国にも例をほとんどき

きません。塔では最新の方式の測器による観測を

試み，そのデータ伝送には多軸送電送信ケープル

によるマルチプレックス伝送を試み，データ収集，

一次処理およびその記録整理をオンライン計算機

で行うなど当時としては最先端の技術を導人しま

した。

観測塔による20年の観測データは，当センター

の海にかヽわる研究の重要な基礎データであるだ

けでなく，他に類似の観測データのないことから

内外の研究はもとより，海における大規模プロジ

ェクトの実施に際しては，常にそのリファレンス

となる貴重な役割を果しております。

当センターは海にかヽわる防災研究の重要性を

発足当初から認識しており，各種の研究を平塚支

所中心に所内各部を含めて昭和39年度より展開し

てきました。すなわち，観測塔を軸に相模湾にお

ける波と風にかヽわる諸研究，長周期波等の伝播

特性，高潮，沿岸附近の波や砂の移動等の諸研究

から，海の汚染，海岸侵食，海と大気間のエネル

ギーやCO2などの相互移動等は他の地域において

も共同研究等で行ってきました。

1974年伊豆半島沖地震を契機に伊豆半島におけ

る地震活動が活発となり，東海地震の恐れが明ら

かとなり，大規模地震特別措置法が制定されるに

伴ない，相模・東海地域とともに各種古史料の調

査から過去の地震および津波の実態を明らかにし，

日本海中部地震に際してはわが国から韓菌におよ

ぶ日本海南半分の津波の実態を詳細に調査し，そ

の伝播特性を解明するなど，津波の研究を強化し

ました。また平塚支所の協力を得て開発した海底

地震計による東海および相模湾における微小地震

観測から， トラフ附近や伊豆大島噴火前後の地震

活動の実態が明らかにされました。さらに予想震

源域直上での観測により地康の直前現象の観測を

ねらった海底地震計とその設置方法の開発は観測

塔の海底下で実施されており，その本格的観測の

ための重要な知見をすでに得てます。地震および

火山噴火予知に関する当センターの研究としては

このほか，硫黄島や伊豆大島の地殻変動を知るた

めの潮位観測，南硫黄島近海の海底火山活動につ

いてのランドサットデータによる解析， 「しんか

い2000」による放射能観測法の開発による海底活

断層の研究，海洋センターの海底の重力計，磁

力計，強震計等の開発への協力等がある。伊豆大

島噴火後も伊豆半島東方沖から山梨県東部にかけ

ての地震活動は活発であることから，この附近の

海陸の地殻活動観測は強化される必要があり，平

塚支所の役割も一層高まるであろう。

波浪は強風で発達することから，強風に関する

研究も観測塔を中心に進められてきた。その観測

データと研究実績から地吹雪やオホーツク海の海

氷の研究など所内外の研究にも協力するとともに，

強風に配慮を要する大型プロジェクトに対する協

力業務も少なくない。最近は人工衛星による観測

の進展にともない，広域的に強風域は風浪の分布

を観測する方法の開発が求められており，電磁波

による観測・解析方法の研究を分担し，成果をあ

げてます。当センターとしても宇宙利用の海にか

ヽわる測定法の開発・観測の実用化，その適用に

よる研究は一層積極的に進めるつもりです。海の

観測は物理的・化学的•生物的にも環境条件が悪

く，その長期連続自動観測装置の開発は重要で，

特にメンテナンスフリーに対する要求は強い。こ

の分野の研究も観測塔とその観測資料を活用しつ

つ努力していくつもりであるが，波高・波向・波

長のブイ式の新しい観測装置や洋上での長波の実

用的観測装置の開発などを行い，一部は海上保安

庁等で実用に供されている。

地域的には，地元はもとより相模湾沿岸諸機関



への日常的協力のほか内陸側へも風等に関するデ

ータの協力を行うなど多様な活動を平塚支所は行

っている。

わが国の日本海側の国土の半分に当る地域が豪

雪地帯であるが， これもシベリアとの間に日本海

があるからであり．梅雨期に集中豪雨をもたらす

混舌も南方の海での水蒸気の供給によるものであ

り，エルニーニョ現象のわが国の気象に対する影

響も昨今，知られるようになったようにわが国の

気象は海なくして考えられない。また海洋プレー

トの運動によりわが国の活発な地震や火山活動の

起ることから，海の研究を活発にし，深めること

はわが国にとっては他の国々以上に大切なことで

あります。当センターとしては，平塚支所を甚軸

にして海にかヽわる防災の研究を，関係機関との

協力を深めつつ強化して行くつもりです。今後と

も関係機関と地元の方々の御支援・御協力をお願

いいたします。
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1. 概 要

1. 1 はじめに

当センターにおいては，昭和38年の設立当初よ

り，津波・高潮などの沿岸災害の防止のための科

学技術の進展に寄与するという大きな使命のもと

に，当時，国内では，未着手であった沿岸域の海

象の観測研究について，大胆な試みを実行してき

た。すなわち，波浪等観測塔という本格的な海洋

観測施設の実現である。昭和42年には，この施設

を利用する研究の本拠として平塚支所が開設され，

以来20年沿岸防災科学技術についての基礎的・共

通的問題として海象・気象の研究が展開されてき

た。

一方，昭和50年代に入ると防災科学技術に新し

い局面が生れた。それは第4次地震予知計画の下

で当センターが，地震予知研究の体制を整えたこ

とである。この中で海底地康観測等，海域での地

震活動や地殻変動に関する本格的な研究が動き出

した。

これらの研究は単に海域を対象とする共通点が

あるだけでなく，例えば津波と海底地殻変動の関

係のように本来，一体化して総合的に研究すべき

問題を多く含んでいるものである。

そこで，平塚支所開設20周年を期に，当センタ

ーにおける海洋を対象とした防災研究を総括して

レビューしてみようというのが本号の企画である。

まず，主題の概要を把握していただくために，

研究活動の経過を図 1.1に示すようなフローチャ

ートで表わしてみる。

図の中央にある 6つの大きな帯状のブロックは

主要な研究テーマを表わしており，左から右へ，

時間の経過とともに，開始，発展，終了，転換等

の変遷を辿った様子を示している。枝の部分はテ

ーマ間の交流や共通部分があることを意味する。

左端に縦に並んだプロックは，研究の場，手法等

をホしたものである。

観測・研究手段 昭40 昭50 昭60 今後の発展

浪

・沿岸波浪の長期特性f科作成
・相模湾の波浪災害対策

防災）

波浪芍糾団）塔

・日本海中部地翌直波
の調査・シミュレー
ションによる研究

（津ー波 ・ 高 潮 防 :-） （日四共同研究を含む）
•洵筏の

・観測による巾破波形の把握0980.6. 29, 1985. 3. 5など） 研究

・古文書等による歴史地磁津波賓料の作成

•海底傾斜計の開発 ・カンマ線による海底

直底地mt観illII 活断脳観illII

（地哀・火山防災（予知を含む） ） 
・lift貿島劇位
観載1汽糾の f.I にもとづく地過変動の検出
解析

昭40 昭50 昭60

図1.1 国立防災科学技術センターにおける海洋に関する研究の概要
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1. 2 平塚支所の開設まで

国立防災科学技術センターの設立の契機の一つ

となったのが，昭和30年代半ばに相次いで発生し

た伊勢湾台風による高潮とチリ地震津波の大規模

な沿岸災害であったといわれる。ときあたかも，

戦後の荒廃の中から立直った日本の経済が，よう

やく世界的なレベルヘ向って発展をはじめた時期

であり，臨海工業地帯の造成，大規模港湾の建設

等が全国的に行われていた。当然のことながら，

沿岸災害の防止についての社会的要請は大きくな

り，沿岸防災科学技術の総合的な推進を図るべく，

具体的な施策が検討されるようになった。

当時は，まだ海洋現象の観測技術が未発達で，

沿岸災害の要因となる海洋の異常現象の実態を，

とにかく観測によって量的にとらえることが急務

とされていた。すなわち，波浪，高潮，津波等を

観測データによって記録，評価することが必要で

あった。このことは海洋科学技術審議会の諮問第

1号に対する答申においても強調されているとこ

ろであった。

当センターにおいては，設立直後より，このよ

うな背最のもとに関係試験研究機関の共用に供

することのできる大型の研究施設として波浪等観

測塔の設置が検討され，昭和39年度から神奈川県

平塚市沖で建設工事が始り，翌40年12月に完成し

た。この施設は，風速60m/s，波高12mに耐える

ように設計されており，海洋構造物として当時の

先端技術の枠を生かして作られている。外洋性の

沿岸海域におけるこのような本格的観測施設は，

20年以上経過した今日においても，国内はもとよ

り，世界中を探してもきわめて類稀な，優れた機

能をもつものである。

この施設の拡充に合わせて，昭和39年度から沿

岸防災研究室が発足して，沿岸防災に関する科学

技術の研究活動を始めたが，波浪等観測塔の完成

に伴い，それを利用して研究業務を現場において

実施できるように，昭和41年度より，観測塔の陸

上施設を置いた神奈川県平塚市虹ケ浜に当センタ

一平塚分室として移転した。そして昭和42年6月

に，沿岸防災科学技術のより一層の推進と波浪等

観測塔のより有効な利用を図るため，上記の場所

に平塚支所を開設した。

1. 3 沿岸防災研究

伊勢湾台風の高潮や，チリ地震津波による大き

な沿岸災害の発生は，港湾施設の拡充により海外

との貿易の振興を図り，海岸の大規模な埋立てに

よって，広大な基幹産業の工場用地を確保して，

世界の趨勢に追いつこうとしていた日本の社会や

経済に大きなショックを与えた。

沿岸防災科学技術の重要性は，このような背景

で，強く認識されるようになった。

とくに，当時，他省庁の研究機関での取組み方

が弱かった問題，すなわち沿岸災害の要因となる

津波，高潮，高波といった異常現象の実態の把握

や発生のメカニズムの研究の必要性が求められて

おり，平塚支所ではこれらの問題を，波浪防災研

究，津波高潮防災研究共通的，基礎的課題とし

ての大気•海洋相互作用の研究として，研究テー

マにとり上げてきた。

波浪防災研究では各種の波浪計測技術の開発，

沿岸波浪の長期特性に関する資料の作成，相模湾

の異常波浪の発生予測，砂の移動による沿岸海底

地形の変化などの研究成果を上げており波浪災害

の防止のために各方面で活用されている。今後は

従来，手薄であった沿岸海域の波浪の発達過程の

研究に重点を置き，波浪予報技術の向上に資する

ことを考えている。津波・高潮防災研究では，各

地に埋もれている史料の発掘による歴史地震津波

資料の作成という大きな仕事を行ったのをはじめ，

日本海中部地震津波については理論的考察も加え

て徹底的な調査を行った。これより前，相模湾に

おける長周期波の研究として沿岸の津波変形の解

明について成果を得ている。大気•海洋相互作用

の研究では，海面への風の応力の評価，風波の発

生メカニズム等の基礎的研究で成果を上げている

が， この分野の最終目標と考えられている大気，

海洋間のフラックス算出のための公式の導出では，

KONDOの式が得られ，世界的に広く使われてい

る。大気・海洋相互作用の研究は，このあと，一

つは海上強風の防災研究へと発展し，海上，海岸

の構造物の防災に必要な，強い風の乱流構造に関

して成果を得ているほか， もう一つは，全地球的

な気候変動に起因する災害の防止のために広域の

大気•海洋相互作用の研究の必要性が強調され，

衛星によるリモートセンシングデータを利用する
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方向への発展が進められている。

そのリモートセンシング技術については，昭和

50年代の初期から，沿岸防災研究に不可欠の観測

手法という認識のもとに海洋への応用のための開

発研究に着手した。平塚支所では昭和52年度より

科学技術庁の海洋開発調査研究促進費による海洋

リモートセンシング技術の開発研究として，とく

に能動型マイクロ波センサーによる，海上風，波

浪の計測技術の開発をハード，ソフトの両面から

行ってきた。

これら沿岸防災研究の仕事の大部分は波浪等観

測塔を使って行われている。波浪等観測塔では海

象，気象についてのルーチン的観測も主要な業務

として昭和52年度より継続的に行われている。こ

れは気象官署のルーチン観測とは異なり，現象の

長期特性を知り災害要因となる異常状態を判定す

るために必要な基礎データとして研究用に収集し

ているものである。これらの資料は，整理したう

え，一部，統計的な処理を行って印刷刊行してい

る。その中でも波浪に関する資料は，他に例のな

い，詳細で長期に亘るものとして外部の関係者の

間でも多く利用されており評価も高い。これにつ

いては後でくわしくのべる。なお波浪等観測塔を

使った観測の詳細については，既刊の技術資料集

（後出）の中にのべられている。

なお，表 1.1に当センターの設立から今日まで

の沿岸防災研究に関する研究課題を掲げた。 「特

研」は防災センター特別研究， 「特調」は科学技

術庁特別研究促進調整費， 「海洋」は科学技術庁

海洋開発調査研究促進費⑮）は科学技術庁振興調

整費による研究その他は経常研究によるもので

ある。

表1.1 沿岸防災研究に関する研究課題一覧

年度

39 ~ 40 
39 ~ 41 
40 ~ 41 
41 

42 ~ 45 
43 ~ 45 
43 ~ 45 
46 

46 

47 

48 ~ 50 
48 

49 

49 ~ 53 
49 

49 

50 ~ 52 
51 ~ 53 
51 ~ 53 
52 ~ 53 
52 ~ 56 
54 ~ 59 
54 ~ 56 
54 ~ 56 
57 ~ 59 
57 ~ 59 
57 ~ (62) 
57 ~ 62 
58 

60 ~ 62 
60 ~ 61 
60 ~ 62 
60 ~ 62 
60 ~ 61 
62 ~ 64 
62 ~ 64 

研 究 区 分

砂浜海岸の生成過程に関する研究

相模湾における海象等に関する研究（特調）

波浪等観測塔の整備

大気，海洋，海岸間の相互作用に関する研究

沿岸防災に関する海象，気象相互作用の研究

海面近くの大気と水中における運動黛，エネルギー，物質輸送の研究

富山湾の海岸浸食に関する総合研究（特調）

波浪，高潮，津波および海洋内部波の研究

海面境界層の乱流構造の研究

風浪の発達と伝播・変形に関する研究

積雲対流がもたらす災害発生機構に関する研究（特研 AMTEX)

波浪などの重力波と海洋乱流に関する研究

東京湾・相模湾を中心とした津波・長波の研究

波カ・内部波および海洋乱流に関する研究

曳航式海洋観測システムの開発

伊豆半島沖地霞の研究ー津波の伝播に

相模湾周辺における長周期波の研究（特調）

沿岸災害を及ばす大気，海洋，海岸問の相互作用の研究

津波・高潮の発生，伝播に関する研究

歴史津波に関する研究（東海地霞の予知に関する総合研究一特調）

波浪，長周期波に関する研究（海洋）

津波の発生・伝播および沿岸遡上の研究

沿岸海況変動の予測手法に関する研究

リモートセンシンダ技術を応用した沿岸災害の予測手法に関する研究

沿岸災害情報としての2次元波浪スベクトルの研究

沿岸域の風害等に関する研究

波浪等骰測塔における沿岸災害要因の長期変動に関する観測研究

マイクロ波散乱計による波浪および海上強風の計測技術に関する開発研究（海洋）

津波の伝播に関する研究（日本海中部地蔑ICOOする緊急研究一ー特調）

津波の伝播および沿岸遡上の研究

古地震，古津波の史料地露学的研究

沿岸異常波浪の予測手法の研究

沿岸災害の発生に関わる強風等の研究

沿岸異常波浪による海底地形変化に関する研究＠（菫点基礎）

MOS-1 衛星等のデータによる大気•海洋相互作用の解析研究®
氷海変動の研究⑯
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1. 4 地震．火山防災（予知を含む）研究関連の 一方，火山防災の研究では異常隆起が続く硫黄

海洋の研究 島での観測研究が1960年代から続けられているが，

昭和54年度には観測施設も整備され，長年の課題

東海地震の発生を想定した大規模地震対策特別 であった検潮所も設けられ連続観測が可能になっ

措置法が昭和53年に施行され，第4次地震予知計 た。

画（昭和54~58年度）によって研究体制・設備が

整備される中で，当センターでは，海溝型巨大地

霰の発生域での地震活動や地殻変動の研究（海溝

型巨大地震の予知研究ー特別研究昭和55~63年度）

に着手した。この研究の中心は，自己浮上型海底

地震計の開発と観測，および海底傾斜計の観測技

術の確立であった。海底地震計は改良を加えて振

興調整費による国際共同研究「インド洋・太平洋

プレート境界領域における島弧海溝系の地質構造

に関する研究」でも使われた。また，深海調査船

「しんかい 2000」 を使った海底活断層の研究も

行われるようになった。このように地震予知研究

の分野における海洋研究が当センターでも本格的

に始められた。そして平塚支所は東海地震の防災

対策強化地域内の研究の前線基地的役割をもちつ

つある。

1. 5 共同研究等

共同研究は，共同施設（波浪等観測塔など）の

利用のためと，研究交流による研究の効率的推進

を図るための両面から積極的に行われている。最

近では，海洋リモートセンシング技術の開発に関

連したテーマの共同研究が多いが，これには，国

内唯一の海上実験室としての波浪等観測塔の機能

を必要とする理由もあるが，当センターにおける

研究実績，観測塔などによる沿岸の海象・気象の

データベースの存在等も大きな理由になっている

と考えられる。共同研究の一覧表を表 1.2に掲げ

る。

これらの他に，共同研究の形はとらないものの，

相互に協力し合う内容をもった施設の利用が，理

表1.2 共同研究（平塚支所関係）

年度 共同・委託機関 研 九ワb テ マ 研 九ワ 内 六合

40-41 港湾技術研 相模湾における海象等に関する研究（特 波浪エネルギースペクトルの計測に関す

気象研究所 調費） る研究。

46 船舶技研 船舶塔載型波浪計の研究 波浪計の試作テストと実験を行った。

48 船舶技研 船舶塔載型波浪計の研究 昭和46年度に引き続き波浪計の試作テス

トと実験を行う。

57-59 気象研究所 マイクロ波放射計による海象の計測に関 マイクロ波放射計による海象のリモート

する研究 センシングに関する技術開発の研究。

58-60 宇宙開発事業団 合成開ロレーダ (SAR-580)のデ 合成開ロレーダによる海面波浪の観測と

ータ解析および評価に関する研究 その海面照合実験。

59-60 公 害 研 2周波マイクロ波散乱計による波浪測定 航空機観測を行うとともに観測塔で・ン一

および海上風の航空機計浪I)に関する研究 トルースデータの観i則を行い，波浪および

海上風の航空機計測技術開発の研究を行

った。

59 気象研究所 海洋遠隔探査技術の開発研究 MOS-1塔載センサーの航空機による

実験の検証を行った。

59-60 宇宙開発事業団 海上風等によるマイクロ波放射計のラジ
ff 

才メトリック性能評価に関する研究

62-64 宇宙開発事業団 MOS-1を利用した沿岸海域の波浪お MOS-I衛星を利用して沿岸海域の波

よび海上風の推定 浪および海上届ゆアルゴリズムを作成する。
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化学研究所，東大海洋研究所，海洋科学技術セン

ター等によって行われている。

1. 6 国際協力

1. 6. 1 国際機関への協力

(1) 国連地域開発センター

1986年秋，同センター主催で国内で開催された

「地域防災国際会議」において「リモートセンシ

ング技術の防災への応用」について報告

（平塚支所一竹田）

(2) I CSU/SCOR第70作業委員会

1982年以来，国際学術連合会議 (ICSU)の

海洋研究科学委員会 (SCOR)第70作業委員会

（衛星による海洋観測）の委員として報告書「海

洋の衛星計測の可能性と問題点」 (1986年ユネス

コ刊）の作成を分担 （平塚支所一竹田）

1. 6. 2 二国間協力

(1) 天然資源の開発利用に関する日米会議 (UJ 

N R) 

A 耐風・耐震構造専門部会

日米合同部会における論文発表

i 第11回（昭和54年5月，日本）

高橋博・藤縄幸雄；日本における津波研究の

現状と方向

ii.第13回（昭和56年5月，米国）

都司嘉宣・高橋博； 1979年20号台風によって

引き起された高潮・高波について

iii 第15回（昭和58年5月，日本）

内藤玄ー・渡部勲・徳田正幸・高橋博；海洋

上の観測塔で測定された強風の性質

iv 都司嘉宣・竹田厚・小西達男・高橋博；

1982年10号および18号台風に伴う潮位偏差に

ついて

V 第16回（昭和59年5月，米国）

都司嘉宣・高橋博；日本および韓国の沿岸で

の日本海中部地震の津波高分布

vi 第17回（昭和60年5月，日本）

都司嘉宣・高橋博；日本海で発生した地震津

波と数値計算結果

vii 第18回（昭和61年5月，米国）

竹田厚・都司嘉宣・高橋博；津波，高潮によ

る浸水域の衛星資料からの識別方法

viii 第19回（昭和62年5月，日本）

岩崎伸ー・高橋博；海底地すべりによる津波

の見積り

B 地震予知技術に関する協力

米国地質調査所，スクリップス海洋研究所，

ハワイ大地球物理研究所において海溝型巨大地

震の予知研究のための海底観測技術についての

調査，情報交換を行う

昭和59年度ー第2研究部 江口孝雄

(2) 日本一西ドイツ科学技術協力

先進国首脳会議の取決めに基づく活動として，

西ドイツが主催する「開発のためのリモートセン

シング」に関する国際会議が1961年9月ベルリン

で開催された。日本からの代表は一人で，海洋分

野への応用についての基調報告を行った。

（平塚支所一竹田）

(3) 日韓科学技術協力

沿岸海況予測に関する研究：韓国中央観象台

気象研究所気象技佐 倫漢奎氏昭和56年7

月

ii 昭和58年日本海中部地震津波の情報交換：平

塚支所郡司嘉宣 昭和59年3月，ソウル大学

地球科学科，交通部水路局，中央気象台観測

局科学技術院海洋研究所，他を訪問

1. 6. 3 JI CAとの協力による防災技術セミナー

昭和52年度（第 1回）以降，海洋に関係ある

テーマとして次のようなものが実施されてきた。

i 波浪，砕波，高潮；岩田憲幸（昭和52-58年

度）

ii 波浪，漂砂；徳田正幸（昭和61年度～）

iii 津波の発生と伝播；都司嘉宣（昭和52年度～）

iv 海洋リモートセンシング；竹田厚（昭和56年

度～）

1. 6. 4 国際共同研究

(1) 地球大気開発計画 (GARP)の一環として

の気団変質実験 (AMTEX)への参加

東シナ海における大陸からの大気の変質過程を

調べるために南西諸島海域に観測網を展開して昭

和49----50年度に実施された。気象庁，国立研究機

関，各大学，アメリカ，カナダ等の研究グループ

が参加した。当センターの観測班（平塚支所：内
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藤玄ー，渡部勲，都司嘉宣）は海上保安庁の巡視

船「のじま」上で，大気境界層，放射，海水温等

の観測を行った。

(2) インド洋，太平洋プレート境界領域における

島弧•海溝系の海底地質構造に関する研究

（振興調整費による）

インド洋，太平洋両フ゜レートの境界域の海底地

質地球物理学的研究を進めるために海洋科学技

術センターの「なっしま」を使い， トンガ，パプ

アニューギニア，インドネシアの各国の協力を得

て，海底地震計による観測を昭和58~60年度に実

施した。担当者は第2研究部の藤縄幸雄，江口孝

雄，鵜川元雄，大竹政和，浜田和郎。

1. 6.5 外国人の来訪・喘員の海外出張（昭和57
年以後）

研究内容の討議，施設見学等で訪れた外国人は

米国4'中国5,韓国 7，カナダ1（平塚支所に

限る）であった。

またこの 5ケ年間に当センター職員が海洋関連

研究に関しての海外出張（研交交流法による許可

を受けての自費旅行を含む）は17件あり，その中

には，科学技術庁長期在外研究員，中期在外研究

員各1件が含まれる。

1. 7 対外的活動

防災科学技術にあっては研究成果を，実際面に

役立てることが肝要である。平塚支所を中心とし

た海洋防災研究の活動の中でも，委員等の派遣，

講師の派遣，技術指導，技術協力，資料提供，そ

の他の啓蒙活動を行ってきた。これら社会的な貢

献を一覧表にして表 1.3に示す。

1. 7. 1 啓蒙活動

毎年 4 月中旬の科学技術週間の一日，支所を—

般公開して，災害の実態や，災害要因である津波

・波浪等の特性等，防災知識普及のためのパネル

展示や，先端技術を使った計測技術のデモンスト

レーションを行っている。新聞等を通じて広報を

お願いして入場者も年々少しずつ増加している。

当センターの防災科学技術講演会を昭和54年10

月12日地元平塚市で開催した。昭和62年10月にも

平塚市で同講演会を開催する。

地域の自治体や各種団体から主として津波防災

について，一般市民対象の講演を依頼されること

は多い。平塚支所か東海地震強化地域にあること

から，地域社会からのこの種の要望は年々増加し

ている。

1. 7. 2 技術協カ・技術指導・資料提供

平塚海岸を含む湘南海岸は，全国的に知られた

レジャーのメッカで人間の活動がきわめて活発で

あり，問題点も多い。

現在，沿岸の波浪予報精度を向上すべく，横浜

地方気象台の依頼により波浪観測データを使った

技術指導を行っている。

また，相模川河口を含めた相模湾の漂砂の問題

を，神奈川県の相模湾水産振興事業団の委託によ

り調査研究しており成果を上げている。この問題

については平塚市からの協力が求められ資料の提

供を行っている。

当支所が作成した古津波資料は高い評価を受け

ており，各地の津波災害対策の策定作業等に広く

役立っている。また津波の伝播についてのシミュ

レーション等についても防災技術の一つとして指

導を行っている。

波浪等観測塔における波浪観測データは，外洋

性の海岸の波浪特性を示すものとして普遍性をも

っており，各地の海岸保全，港湾建設等の事業の

墓礎資料として利用の要望が多い。とくに「波向

き」等，他にない情報を含んだ資料集は多方面に

配布している。

1. 7. 3 委員，講師等の派遣

国地方自治体等の事業のため，当センター眠

員の専門的知識が求められる場合も多くなってい

る。最近5ケ年の委員講師の派遣状況を表 1.4' 

1.5に示す。

1. 7. 4 特許等

研究の戦務上の発明に基く特許等の申請状況を

表 1.6に示す。

1.8 施設・設備

当センターにおける海洋防災研究に関する主な

施設・設備は次のようなものである。
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表 1.3 研究の社会的貢献

主な研究成果
社 会 的 真 献

地域に対して

•海岸浸食の定置漁場
への影孵調査
（県水産事業団）

•相模川河口の漂砂対
策への技術協力
・（神奈川県）

•各地域の海洋浸食対
策のための波浪解析
資料の提供

•波浪災害事故に関す
る観測資料の提供
（神奈川県警等）

• GARP-AMTEXにおけ •GARP-AMTEX観 •海面温度情報の提供る大気•海洋相互作用の 測分担 1 （県水産試験場）

大気海洋 1 観測 ．ダム貯水池からの蒸

相互作用 •大気•海洋問のフラック 発損失量の推定
ス算出のための公式 （建設省）
-KONDOの式ーの確立

•沿岸波浪の長期特性に関
する資料作成

波浪防災

•相模湾の異常波浪の発生
予測

•舶用波浪計測システムの
開発

•波浪計測法の開発

国の行政に対して

•沿岸波浪予報技術向
上のための技術指導
および観測資料提供
（横浜地方気象台）

•舶用波浪計測システ
ムの実用化への技術
指導
（海上保安庁水路部）
ー特許共同出願中一

・丸太式波浪計測プイ
特許出願中（新技術
事業団に実用化依頼）

＊印は地震予知研究関連

国際的

• JICA防災技術セミ
ナー担当

強風防災 I•海上強風の乱流構造

海洋

リモート・

センシング

•マイクロ波散乱計による
海上風・波浪の計測技術
の開発

•海域リモートセンシング
データの処理解析技術

I 
・歴史地震津波資料の作成

津波・高潮 •日本海中部地裳津波の調
防災査

•沿岸の津波変形の解明

•流氷への風の応力
（海洋科学技術セン

ター）

•地吹雪観測

•長大架橋設計基礎資
料提供（本四公団）

•次期海洋観測衛星開
発のため仕様作成
(NASDA) 

•客員開発部員（同上
に関して） NASDA

•合成開ロレーダ開発
のための海上検証実
験成果 (NASDA)

• MOS-1衛星の検証
実験成果(NASDA)

＊ 
•地震予知研究の中の
古地震，古津波の研
究担当

•津波防災対策のため
の数値シミュレーシ
ョン

＊ 
•硫黄島潮位計観測資料の ・地震予知研究

地震火山 解析 1 •火山噴火予知
防災

•海底傾斜計の開発

（予知を含む）
•海底地緩計による観測

•ガンマ線測定による海底
活断層観測（支援）

（沿岸防災総合）

海洋災害講演会
（名古屋市）

•平塚市防災会議委員

•同地震災害警戒本部
委員

•神奈川県津波防災対
策々定
ー委員及び協力

•静岡県津波防災対策
策定一委員及び協力

•各自治体津波監視方
法についての指導

•潮位の推算値の提供
（平塚漁協）

•神奈川県への調査協
ヵ
•静岡県 ” 
•平塚市，・小田原市，
茅ケ崎市湯河原町
での啓蒙活動

•平塚市における講演
会

• GARP-AMTEX観
測参加

..フラックス算出公式
KONDOの式の国際
的評価

UJNR耐風耐裳部会
（強風）発表

• ICSU/SCORのリ
モセンWG委員とし
て報告書作成

•サミットリモセン会
議で専門家として技
術指導

• JICA防災科技セミ
ナー担当

•国連地域防災国際会
議報告

• JICA防災技術セミ
ナー担当

• UJNR耐風耐震部会
（津波高潮）発表

•日韓科学技術協力に
よる日本海中部地窟
津波の共同研究
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表 1.4 委員等の派遣（昭和57年度～昭和61年度） 平塚支所関係 No. 1 

氏 名 委員等の名称 委嘱期間 依頼機関（事務局）

（昭和57年度）

岩田憲幸 昭和57年度海象予測プログラム研究開発委員 日本気象協会

竹田 厚 次期海洋観測衛星システムのミッション解析調査 帥リセートセンシング技

委員会委員 術センター

氷海航行支援技術に関する調査検討ワーキンググ 郵政省電波研究所

ループ委員

海洋遠距離探査技術研究委員会委員 科学技術庁

カナダとの協力による北極圏海域における海上輸 ‘’ 
送技術の開発に関するフィージビリティスタディ

調査推進委員会委員

内藤玄— 次期海洋観測衛星システムのミッション解析調査 助リモートセンシング技

委員会委員 術センター

徳田正幸 波浪観測用漂流ブイロボット研究開発委員 日本気象協会

（昭和58年度）

岩田憲幸 海洋波浪等調査研究委員会委員 57. 7. 17 帥日本造船振興財団

,__, 59. 7. 16 

流況および漂流予測研究委員会委員 58.4.5 帥日本水路協会

__, 59. 3. 31 

波浪観測用漂流プイロボット研究開発委員 58.5. 1 醐日本気象協会

--59. 3. 15 

昭和58年度「定置漁場におよぽす海岸道路の影響 58.6 醗視模湾水産振興事業団

調査」委員 ,.._, 59. 3 

竹田 厚 海洋遠隔探査技術研究委員会委員 57~ 科学技術庁研究誨整局

自動海洋環境調査ヽンステム技術検討委員会委員 58,_, 60. 3. 31 金属鉱業事業団

海洋観測衛星 1号の航空機検証実験計画の策定支 58. 6. 10 脚リモートセンシング技

援委員会委員 ,_, 59. 3. 31 術センタ-

客員開発部員（地球観測システム諸元の検討） 58.6 宇宙開発事業団

,_ 59. 3. 31 

日本海洋学会海洋観測衛星委員会委員 58.6. 14 日本海洋学会

~ 60令3.31 

SAR-580実験委員会委員 58. 10. 1 助リモートセンシング技

__, 59. 3. 31 術センター

次期海洋観測衛星のデータ解析評価システムの調 59. 1. 10 醐リモートセンシング技

査検討委員会委員 ---59. 3. 31 術センター

国際学術連合会議 (ICSU)海洋研究学術委員 5 7. 4 ~ I CSU/SCOR 

会 CSCOR)第70作業委員会委員

徳田正幸 「波浪観測用漂流プイロボット研究開発」推進委 58. 5. 1 醐日本気象協会

員 ,_, 59. 3. 15 

昭和58年度「定置漁場におよぽす海岸遣恐刀影響調 58.6 蜘模湾水産振興事業団

査」委員 ~ 5 9. 3 

都司嘉宣 「歴史地震に関する調査研究J研究会委員 56. 11 l 尉地震予知総合研究振興

......, 59. 3. 31 ＾ コ
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No. 2 

氏 名 委員等の名称 委嘱期間 依頼機関（事務局）

神奈川県地震被害想定調査委員会会津波水害分科 58. 11. 1 神奈川県

会委員 --59. 3. 31 

日本海中部地震の前兆現象および歴史地震津波に関 58. 11. 25 醐也震予知総合研究振興

する研究会委員 -59.3.31 会

日本海中部地震裟害調査委員会（第3編 津波専 58. 12. 5 咄土木学会

門委員会）委員 ,_ 60. 6末

日本学術会議地球物理研究連絡委員会付置雪永小 56. 4,_, 日本学術会議

委員会委員

（昭和59年度）

竹田 厚 平塚市防災会議委員 59. 7. 1 -- 平塚市

自動海洋環境調査システム技術検討委員 ,_, 60. 3 31 金属鉱業事業団

海洋観測衛星委員会 58.6. 14 日本海洋学会

---60. 3. 31 

客員開発部員（地球観測システム諸元の検討） 59.4. 1 宇宙開発事業団

--60. 3. 31 

SAR-580データ評価委員会委員 59.6. 20 晦リモートセンシング技

,._ 60 3. 31 術センター

徳田正幸 昭和58年度「定四漁場におよぽす海岸潮恣別影響調 58.6 螂模湾水産振興事業団

査」委員 ,_, 60. 3 

「波浪観測用漂流プイロボット研究開発」推進委 58.6. 1 醐日本気象協会

員 ......, 60. 3. 15 

都司嘉宣 日本海中部地震裳害調査委員会（第3編 津波専 58. 12.5 咄土木学会

門委員会）委員 ~ 6 0. 6 
神奈川県地震被害想定調査委員会津波水害分科会 59.5, 1 神奈川県

委員 ,_, 60. 3. 31 

（昭和60年度）

竹田 厚 MOS-I衛星検証計画委員会委員 60.8. 2 助リモートセンシング技

,__, 61. 3. 31 術センター

海洋観測衛星委員会委員 60.9 日本海洋学会

~ 6 l. 3 
徳田正幸 海洋遠隔探査技術研究委員会委員 60.4. 1 科学技術庁研究調整局

-.... 63. 3 31 （研究開発局）

内藤玄一 海洋遠隔探査技術研究会委員 60.4 海洋科学技術センター

---61.3 

（昭和61年度）

竹田 厚 リモートセンシング部会副主査 61. 12 咄計測自動制御学会

~ 6 3. 3 
平塚市防災会議委員 61. 4 平塚市

,__, 63. 3 

内藤玄一 海洋遠隔探査技術研究会委員 61. 4 海洋科学技術センター

....., 62. 3 
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表1.5 講師等の派遣（昭和57年度～昭和61年度） 平塚支所関係 No. 1 

氏 名 名 称 （演題等） 実施日・期間 実施（依頼）機関

（昭和57年度）

岩田憲幸 1東京大学工学部非常勤講師

都司嘉宣I地震と防災について

（昭和58年度）

岩田憲幸It繹と防災について 58.4. 1 

~ 5 9. 3. 3 1 
渡部 勲I流れ，水温等の電算機によるデータ処理について 59.3. 26 

-3.27 

都司 嘉宣I高圧ガス事業所対象の保安セミナー「地裳と防災」 58. 10. 13 神奈川県横須賀三浦地区

行政センター

神奈川県川崎地区行政セ

ンター

地震防災講演会「津波のおそろしさとその対策JI 59. 3. 13 神奈川県湯河原町

竹 田 厚l大気と海洋における混合層の変動過程に関するシ 58. 12. 12-20 東京大学海洋研究所長

高圧ガス製造事業所保安セミナー「地震と防災」 I 58. 11. 29 

ンポジウム（講師）

（昭和5岬度）

竹田 厚 1防災技術セミナー

第4回調査委員会

都司嘉宣 1防災技術セミナー

沿岸地域における津波対策について

渡部 敷 I流れ，水温の連続記録の電算機による処理につい I59. 10. 15 -16 I神奈川県水産試験場

て

（昭和60年度）

竹田

地域県民集会（地震津波について）

防災講演会（南関東の地震と津波について）

災への応用」

岩崎伸ーI地霙と防災について

57.4. I 1東京大学工学部

-58.3.31 

57. 9.10 

59. 11. 19 

60, 1. 23 

59. 11. 26 

59. 11. 22 

60. 2.22 

60.3.5 

厚 1第8回リモートセンシングシンポジウム「これか I61. 2. 6 

らのセンサーについて」

地緩防災講演会「相模湾の津波」 61. 3. 27 

津波監視体制強化のための市町村職員等研究会 61. 2. 21 

都司嘉宣 1消防轍員専科教育災害対策課程「津波災害につい 60.6. 12 

て」

津波と地裳についての講演会「日本海中部地震」 60.6. 7 

防災講演会「小田原地震について」 60.8.30 

（昭和61年度）

竹田 厘地域防災国際会議「リモートセンシング技術の防 I61. 9. 25 

餌膨奈川県高圧ガス保安

協会

射胴奈川県高圧ガス保安

協会

神奈川県水産試験場

61. 12. 2 

卸資源協会

醐資源観測解析センター

咄資源協会

神奈川県南地区行政セ

ンター

藤沢市

II 

科学技術庁研究調整局

神奈川県湯河原町

神奈川県消防防災課

神奈川県消防学校

秋田県能代市

神奈川県小田原市

国際連合地域開発センタ

柑』神奈川県高圧ガス保安協

会
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表 1.6 特許等（平塚支所閲係）

発明の名称

波浪計測装i対

丸人形の り下げ圧力式波浪rtt

種別 I I J 付 番 }＇→ 
J 

牛寺 許： 58 3 1公1｝HI昭58-37508 （出願公叫）

11 59 12 2HL\•~n I 59 268273 CtlHM) 

船舶Jl]波浪』における註測処理システム I 11 I 61 3 19出顧 I61 059406 （出願）

仙 ぢ

共I(iltMi(i

(1) 波浪等観測塔

沿ii1防災科学技術に関する研究のために，気象，

梅象の連続観測や各種実験を行うはか，地震，火

山防災に関する観測，海洋リモートセンシング技

術に1対する共同研究などにも利｝TIされている。

完成： I{｛和40年 8}J 

」要諸冗：

{t iri35゚18'07.9 11N, 139゚20'56.5 11 E 

相模湾奥中央，平塚海岸沖1kmの水

深20mの地点

構造およ 鋼竹，鋼板を部材として，‘牙貞 1.1 

び形状 および図 1.2に示すような構造，形

状をしている。平均F潮水面から塔
の般上部，観測室の屋根までの高さ

は20m, 観測室（階段室および変屯

室を含む）は直径7mの円形で床面

積は約36咄塔は波高20m,風速60

m/ s に耐えられるように設~t され

ている。センサー取付用に，沖側に

気象用および海象用観測支柱， 卜部

栴の3本の支柱の頂部には波高計取

付川のr型支柱がそれぞれ設けられ
ている。

観測機器 フロヘラ型風速計， 2)月波マイクロ

波散乱叶，乾湿計，振動壮，超音波

風速汁，容猷型波高叶測、ンステム，

検潮儀，表府水温叶，各I習水温計，

流向流速計，長周波波計

洵 底屯力 (6600V)供給用 3芯，データ

ケープル 伝逹用35対からなる混合ケープルか

観測塔と陸上の平塚支所庁舎内と間

に埋設（海底卜は深さ 1~ 2 m) 
なお，波浪等観測塔の詳細については，防災科

学技術狩料第 110り，国立防災科学技術センター

" i皮浪等観測塔 ’'20年の晶録 技術臼料^ 、序ー （昭

61. 3 IJi]＼刀［防災科学技術センター）を参照された

し‘
゜(2) 観測艇 「さかみ」
波浪等観測塔への交通手段および沿印洵域の観

測f|]として使用する。 (‘1j.真 1.2) 

完成：昭和60年3月

主要諸元

構造および形状 FRP製小型船舶

全長・全輻 10.0 mおよび3.0m 

総トン数

速）j

設備

5.8トン

15ノット

ロランC装附，測深像，ラインホ

ウラ無線機

ー

・
:
．
ー
i

ー

ト

る

’
 

n
 

39/

• 

存貞 1.1 1皮・9良等観測塔
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駐回

艘ぶ』tm
禽鵞川

隋面8 賣面図

"”Tilii図

気象用支〈9m
翫回支

.:-:― 
．・・・ 緬象m支

籟高川支

作稟デプ

図 1.2 波浪等観測塔構造［図

、げ真 1.2 観測艇「さがみ」

本船はII{｛和40年に建造され昭和60年3月まで使

川されたIH「さがみ」 （本造4.9トン）の代船と

して建造されたものである。

(3) 観測lllli禎

波浪導観測塔への人且 ・機材の述搬（陸上部分）

および梅浜地域での晶介 ・観測（乍某川として使用

する。 （行浪 1.3) 

納 人：昭和62年2J] 

l改tt花 —}じ：

t~式 • 1lt名 1T和 114輪駆動lfi，いすゞピッグ
ホーン

12 

乗r|i人はお最大5名， 450kg (2名東1|i．時）

よび栢載iit

(4) データ処狸、ンステム

波浪等観測塔から細氏ケーブルを通じて，定時

および附時に伝送されてくる観測データを出鉗 ．

処理する。

設岡昭和62年12)l (f•定）

-E要諸元

屯—f計．符機 ~1ELCOM70, MX-3000 II, 

8Mハイト

構成および主要機能 図 1.3にぷす

なお本装it'iは技術的な進少に合わせて5年紺に

更新，般新の機種を採Jllしてきた。」・：体になる屯

子計符機の変造は次のとおりである。



昭和42~47年

昭和47~52年

昭和52---57年

昭和57---62年

SD S92型 12ビット 8k語

NEAC-3200モデ）お0 16ビッ

ト16K語

MELCOM-COSM0-500, 

16ビット64K語

MECCOM-COSM0-700 S 

2Mバイト

(5) レーダー塔

平塚支所の陸上の構内から，リモートセンシン

グ等の方法によって海面を観測するための観測・

実験施設

完成

主要諸元

高さ

昭和53年 3月

(6) その他

波浪等観測塔を中心にした半径50mの範囲は当

センターの専用水域になっており，各種測器の設

磁が可能である。現在，海底傾斜計が設置されて

いる。また海洋科学技術センターとの共同研究に

より，同センターの施設設備である，深海調査船

「しんかい 2000」やその支援船である「なっし

ま」が地震予知研究の分野における海洋観測でし

ばしば使われている。

また，硫黄島における火山噴火予知研究のため

の観測網設備の一つとして，同島飛石鼻に潮位計

が設置され，観測が続けられている。 （写真 7.1 

参照）

屋上の高さはTP上20m,建物の

高さは約12m

m
.
 〗|

iー!
_
1

ー
，
ー
ー
ー

[
1
ー
・

碑変D
 

／
 
A
 

一

塔測観等浪波

,
1
:
9
1
|
1
:
_
|
|
1
|
1
1
1
|
1
ー

1
1
1
-

547MB 

3台

図1.3 平塚支所データ処理システム
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2 波浪防災研究

2. 1 はじめに では直接に非線形項を計算せず，成長率の値にそ

波浪現象は研究し尽されただろうか。波浪は複

雑で物理法則にのらず，全く予測できないものと

考えられていた。しかし1947年にスベルドラップ

とムンクによって有義波という表現法が導人され，

これをもとに波浪の特性が初めて明らかにされ，

物理法則を使って議論された。この方法はSMB

法と呼ばれ，波浪予測式が考案された。一方1952

年に有義波と全く異なるスペクト）レ法 (PNJ法）

が導入された。この方法は水面の高まりを多くの

成分波の重ね合せと仮定するもので，波浪現象を

線形的なものと見なすことを可能にした。この考

えにもとづいて， 1957年にマイルズとフィリップ

スの線形理論が発表され，波浪の発達メカニズム

が解明されたかに見えた。 1966年頃になると，波

浪計測技術が向上し，これらの理論について検証

が可能となった。その結果 P これらの理論による

成長率はとくにスペクトルピークより低周波領域

において，観測値を十分に説明する値でないこと

が明らかにされた。その後，ハッセルマン等によ

って非線形相互作用のメカニズムが導入され，こ

れによって一応の解決を見た。すなわち，波浪が

発達すると，波高ばかりでなく波長も大きくなる。

この理論は次の仮定を用いて，線形理論で考慮さ

れなかった波長の増大の効果を直接に風からのエ

ネルギー入力の結果とせず，非線形効果によるも

のとした。その結果線形理論で説明できなかった

成長率について説明することができた。用いられ

た仮定は風からのエネルギー入力をスペクトルピ

ーク付近の高周波成分のみとしたことである。こ

の仮定が正しいかどうか，現在においても実証さ

れていない。このような意味から，波浪の発達メ

カニズムはまだ完全に解決されていないと言える。

しかし，この仮定が実証されなくても，この理論

によって観測された波浪の発達状況(JONSWA

P)を十分に説明でき，精度の高い波浪予測が可

能となった。ところが，この理論は複雑で莫大な

計算量を必要とするので，実際の数値予報の計算

の効果を組み入れ，最終的には線形的モデルで計

算されている。

以上が今までの波浪研究を理論的な研究を中心

に概略的にまとめたものである。このような研究

は比較的単純な外洋波浪に有効であるが，複雑な

沿岸波浪に対しては，数値計算の格子点間隔を非

常に小さくするために，さらに莫大な計算となり，

必ずしも精度の良い結果を与えない。今後は沿岸

波浪予報のニーズが高まるので，その研究を重点

的に行う必要がある。

沿岸防災研究において，沿岸波浪の問題は重要

な問題の一つである。平塚沖の観測塔を拠点とし

て測器および解析法の開発，長期的な観測を行い，

データの蓄積に努めるとともに，沿岸波浪の予測

的研究にも取り組んでいる。最近10年間の研究に

おいては，測器および解析法の開発，長期観測ヽン

ステムの確立および波浪災害調査に研究成果があ

った。これらを中心に述べることにする。

2.2 波浪の観測

観測は波浪の実態を知り，予測を行うために必

要である。われわれは短期の実験的な観測よりも

長期のルーチン的観測に董点を置く。このために，

高い精度より安定した精度を優越させることであ

る。長期観測の条件はほとんどメンテナンスを必

要とせず，かつ台風等による異常波浪に対して丈

夫であることである。このようなことから，われ

われの開発する測器の性能条件は厳しいものとな

る。次に各種の計測器について概略的に議論する。

(1)深い海での観測

深い海の観測は基準となる目標物の設置が困難

となるために，浅い海に比べてむずかしい観測と

なる。観測は目視観測と測器観測に分けられる。

目視観測は図2.1 (a)に示したように，船の甲板

上からの目視による，風浪とうねりについて周期，

波高，波向の観測になる。目標物として，船の大

きさ，水面の泡や浮遊物を用いる。目視で得られ
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た特性をもつ波は有義波によく対応すると言われ

ている。

測器観測について述べる。これはセンサーを船

に搭載する方法とプイに装備する方法に分けられ

る。前者は船舶波浪計（タッカー式舶用波浪計，

図2.1 (f)で，後者はプイ式波浪計（図 2.llb),le), 

(d), (e)）である。波高のセンサーとして加速度計

と圧力計がある。加速度計は高精度でコンパクト

なために広く用いられているが高価である。一方

圧力計は精度は落ちるが，安価で丈夫である。こ

のセンサーは吊り下げ庄力式プイとタッカー式舶

用波浪計に用いられている。波向は傾斜計で計ら

れる。これはピッチロール型プイ（図 2.1 (b)）と

クローバー・リーフ型プイに装備されている。

私たちのところではタッカー式舶用波浪計と吊

り下げ圧力式プイについて研究を行った。前者は

海上保安庁水路部と共同研究を行い，精度の高い

計測処理システムの開発を行った。このシステム

と目視および吊り下げ圧力式ブイの比較観測を

行った。プイとの比較観測から，このシステムの

精度が非常に良いことが明らかになった。目視観

測との比較からはシステムの特性よりも目視観測

の特性が明らかになった。図 2.2(a)は風浪につい

て，図2.2(b)はうねりについての両者の結果の比

較を示し，次のことが分った。風浪の目視波高に

関してある程度正確に計測できる範囲は人間の身

長と同程度のものであること，うねりに関しては

風浪との分離がきわめてあいまいで誤差が大きい

ことである。

次に吊り下げ圧力式プイについて議論する。こ

のプイによる観測（写真2.1)は外洋から湾内に

入射する波浪の伝播状況を調べるために行うもの

である。図 2.3は相模湾において観測されたうね

りのエネルギーの減衰分布を示す。この結果から

二つのことが分かる。一つは大島に比べて平塚沖

ではエネルギーについて60%（波高0.4)に減衰

することである。もう一つは三浦•初島間を越え

ると減衰率が非常に大きくなることである。この

ような観測は波浪予報の向上に非常に重要である

にもかかわらず，ほとんど行われていないことで

ある。使用したブイは波向計測はできない。この

ため，波向計測もできるようにプイの開発研究を

行った。その結果，プイの形状を丸太型にし，丸

太が波の峰に平行に漂流する性質を利用して波向

を計測する方式を考案した。これの実用化は今後

の課題となる。

(2)浅い海での観測

浅い海での観測ではセンサーを海底か観測支柱

に設置して行うことができる。代表的な波高計は

図2.4に示したものである。この中で，海底に設

置可能な超音波式波高計（図2.4, b)が定時観

測にもっとも多く用いられている。その理由は水

深50mの深さまで設置が可能であり，このために

異常波浪に対しても破損されずに測定が可能とな

るためである。

平塚沖観測塔において，使用しているものは空

中式超音波波高詐a)，容罷型波高詐C)，圧力式波

高訊e)の三種類である。図2.5はこれらの波高計

の特性の相違を示す。もっとも精度が良いのが容

量型で，計測可能な周波数範囲は 0.02Hz ~2 Hz 

まで計測できる。しかしメンテナンスに問題があ

る。ほとんどメンテナンスを要しないものとして，

空中式超音波波高計があるが，精度的にとくに高

周波領域で少し悪い（計測周波数，低周波数から

0. 5 Hz)。圧力式波高計は高周波の精度 (0.2

Hz以上）およびメンテナンスに難点があるが，

水中に設置されるために高波に強いものである。

私たちの定時観測は容量型波高計で行っている（写

真2.2)。このシステムについては第3章で示す

ので， ここでは波向計測について述べる。これは

容董型波高計の3本のセンサー（センサー間約12

m)の波高計測によるものである。 3点の水面変

位のデータを組み合せることによって， 1点のも

のに比ぺて非常に多くの情報を引き出すことがで

きる。図 2.6は3本のセンサーの位置と観測され

た水面変位の時系列を示す。波向を南南東とする

と，センサー①がもっとも早く波を検知し，次に

②から③となる。このことから波向が検出される

ことになる。図2.7は4つの典型的な天候条件（表

2. 1)に対する観測結果である。解析法はバーバ

一法によった。これらの図から分るように，下式

で示される周波数範囲でほぼ合理的な結果が得ら

れた。

0.09Hz <t <0.25Hz,又は 26m< J < 130 m 

ここで fとれまそれぞれ周波数と波長を表す。

最後にマイクロ波リモートセンシングによる波

浪計測技術の開発研究を述べる。この計測法の原
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(c) クローバー・リーフ型プイ

直径3mで加速度計と傾斜計(3個）をもつ。

(e) 吊り下げ圧力式ブイ

直径0.7 mで圧力計をもつ。

（b) ピッチロール型ブイ

直径 1.7 mで加速度計と傾斜計をもつ。

(d) プイロボット

直径10mで加速度計をもつ。

(f) タッカー式波浪計

加速計と圧力計をもつ。

図2.1 深海用波浪計

理は2つのマイクロ波の発振器を用いて， 2つの

近接する周波数の波を発振させ，波長の長いビー

卜波を作り，海面に照射して波浪成分波と共嗚さ

せ，その後方散乱波を受信することによって，波

浪の情報を遠隔探査するものである。開発研究は

散乱計の設計・製作から計測まで一貫して行って

いる。写真2.3は観測塔に設置された2周波散乱

計である。現在のところ，まだ解決すべき点があ

り，今後が期待される。

2.3 データ解析法の開発

2. 1で述ぺたように，データ解析法の研究は非

常に重要なものと言える。今までの解析法は上述

したように，有義波法とスペクトル法の2つのも

のがある。実際に波浪解析を行うと，これらの方

法だけでは実体に合った結果を引き出すことがで

きない場合がある。それは現実に見る水面の高ま

りの変動が多くの成分波の線形の重ね合せによっ

て果して表現できるだろうかと言うことである。
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による風浪の波高比較，図中の数字は気象

庁風浪階級を示す。目視観測の波凶値は便

宜的に階級の波高範囲の中央値とした。
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(b} タッカー式波浪計と目視観測によるうねり

の特殊比較 大文字の数字はうねり階級

を，小文字の数字は目視観測で得た階級で，

その位置の値(Hs,Ts)はタッカー式波浪

計から得られた値である。

図2.2 タッカー式波浪計の観測結果

1・0 
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10sec 
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0・6 
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 ゜olFeu 

． 6 

写真 2.1 吊りドげ圧））式プイ

l。2| ．3;

〗:。口：：Os60h1ma:。
図2.3 周期10秒のうねりのスペクトル密度の

減哀率
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冗真 2.2
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0 10 

観測塔に設汎された容鼠型波均社のセ

ンサー

20 X 

“ ” 60 
m-Wave Gage(J)(-)and(J) 
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図 2.6 容ht型波，謡丘tの3本のセンサーの付じ

閥図と記録の一部

-18 



CASE A CASE B CASE C CASE D 

H
o
g
g
[
2
0
0
g
g
s
u
o
 

[~3Q)N011)3HIO 

3
>
＜
H
 

1.2 

6

6

 

d

d

 

)Hl~]HUl 

o.u 

1111131!011800 198S110..,。uoo 1911S1111119D0 199311301100 

(a) (a) (a) (a) 

w 

.,. 

(b) (b) 

z
 

o. ij o. e o. e o. o a. 2 o. ij o. s o. e o. o o. 2 c. ij o. s o. e o. o o. 2 o. ij o. e o. e 1. o 
Fl HZ l Fl HZ l Fl HZ l Ft HZ l 

図2.7 人］の気象条件に対する波浪の上方向とコヒーレンス 矢印はスヘクトルビー ク）h］波数を

ぷす。これらの結県は 0.5以 Kのコヒーレンスの値をもつJ封波数領域に対して忍味をもつ。

表2.1 波向観測時の風と有義波，訂

CASE 年月 | l ll !f 風向 ・風速 (m/s) 有義波，:'.;j(cm) 

A 83年11月111 16 00 束 4.4 63. 0 

B 83年11月7l l 4 00 北 12.8 58.0 

C 83年11月18「l 19 00 南西 19. 7 134. 1 

D 83年11月30lJ 17 : 00 南 12. 0 107. 1 

写真 2.3 2周波マイクロ波散乱計のアンテナ

このようなことから，私たちは高まりとスペクト

）レの関係をもっと理解しやすく結ひつける方法と

して，個々波法を祁入した。これによると，拮］波

数閤〔 fi'f i + L1 f〕のスペクトルエネ）レギーは次

のように表される。 nはフグ数である。 i = 1, 

…,11 + 1に対して

1 H・
(J)i 4f -af, af Rnh (~) 2 
2 2'  

n+l 

Rm戸 miTi/（ぶmiT1) 
i"'1 

ここで (/)1 はこの区間のスヘクト）レ密度， Hi~ mi, 

Tiはそれぞれ個々波の設凋，個数，周期となる。

上式より，スヘクトルエネルギー密度と水面の閻

まり一波高の関係が明確にされた。スヘクトル

法と個々波法の比較はスペクト）レ分11」に関して図

2.8に，位木11速度に関して図2.9 9こがした。これ

らの図より，個々波法はスヘクト）レ•9人とはば一致

する結果をぷすばかりでなく，さらにスヘクト）レ

法で褐られない結果一ー波形勾配の分布（図 2.9 

の卜図）も示すことになる。欠、点として，個々波

法は単純な 1つのスヘクトルヒークの波浪場に対

して実休に合った結果をもたらすが，うねりと風

浪が混在する， 2つのスヘクトルピークをもつ波

浪場に対して合理的な糾果を出さないことである。

この欠点を克服するためには水血変位の時系列が

-19-
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図2.9 

的な結果（図 2.2 a, b)が示された。今後は観

測塔のデータに適用し，波浪の実体を明らかにし，

精度の高い沿岸波浪の予測的研究を行いたい。

2.4 波浪災害の調査

2. 4. 1 近海の波浪災害

近海の波浪の災害は主に船舶の海難となる。最

近の大きな海難を上げると，次のようになる。

D 1. 1954年 5月，発達低気庄による北海道近

海の漁船の大遭難

D 2. 1954年 9月，台風5415号による大型船舶

の海難

D 3. 1969年と 1970年，冬季の発達低気圧と

季節風による野島崎沖における大型船舶の海難

海難の発生海域は図 2.10に示した。これらの海

難は概略的に次のようになる。 D1は異常発達低気

圧によるものである。すなわち， 5月の日本近海

は平均的には穏やかな日が多いが，ときとしてメ

R
、

R
 

I I @≪:D3 

140 ---,8/1 i 

¥、＋、3:、さ‘̀`‘‘

図2.10

1つのスペクトルヒ°ークしかもたないように，あ

らかじめ時系列を分離するフィルター操作を必要

とする。このために，私たちはうねりと風洩を分

離する方法をすでに開発した。これはタッカー式

舶用波浪計 (2.2節）のデータに適用され，合理

-20 -

主要な波浪観測点と海難発生場所

〇：気象庁

〇：港湾技術研究所

△：国立防災科学技術センター

⑭ ：気象庁のプイロボット

c：海難発生場所

x…X : 1982年8月の10号台風の経路



ィ・ストームと呼ばれる急速に発達する低気圧の

来襲を受け，避難時機を失うことによる。D2は台

風によるもので，青函連絡船洞爺丸の函館湾内の沈

没に代表される海難である。秋台風は通常は高緯

度に進むほど衰弱するものであるが，この場合は

逆に発達し，非常に早いスピードで北海道西岸に

移動し大きな海難をもたらした。 D3は「魔の海域」

の海難である。この海域は季節風による強風高波

と黒潮の蛇行海域であるために，しばしば三角波

のような異常波浪が生じるところである。

上述したことから， D1とD2の海難の原因は急

激な気象・海象の変化に対して適切な予報が十分

でなく，現象での対応も迅速でなかったことによ

る。D3の場合急激な天候の変化でないが，予想さ

れた以上の高波が生じたことによる。

これらの海難防止のためには，ストームや異常

波浪に対しての正確な予報ばかりでなく，現場で

の情報も必要となる。舶用波浪計の研究から，目

視観測ではとくに異常波浪に対して信頼のあるテ・

ータが期待できないこと（図2.2 a, b)，そし

て安価で精度の高い舶用波浪計測ヽンステムが可能

であることが示された。よって，簡易型の舶用波

浪計を実用化し，、外洋に出航する船に装備する必

要がある。

2. 4. 2. 沿岸波浪災害
沿岸海域は外洋と異なって単に船舶の航行ばか

りでなく，漁業・保養等の人間の活動の場でもあ

る。沿岸波浪は外洋波浪と異なって海底地形の影

響を受け，局地性の強い波となる。このようなこ

とから，地域ごとに適した防災対策が必要となる。

ここでは相模湾における定置網の災害と海岸浸食

の問題について議論する。

(1) 台風による定置網災害の例

相模尚には約50個の定置網が水深30m~40mの

ところに設置されている。 1972年から 1982年

(11年間）に台風による定置網の被害が続出した。

このために定置網の被害に対する台風の強さと来

製コース，湾の有義波高の間の関係を調ぺた。

図2.11の左図は 1982年8月平塚沖観測塔で得
られた，台風による異常波浪の観測例である。最

大波高7mを記録した。図2.12は台風の進路（図

2.10の点線）と異常波浪の発生の関係を模式的に

表したものである。これによると，台風が沖にあ

る場合はうねりが卓越する。よって周期が大きく

波高もかなり高い。台風の上陸直後から強い南風

が吹く。このためにうねりの上に風浪が発達し周

期は短くなるが，波高は非常に大きくなり，高波

（異常波浪）となる。定置網の災害は強い台風で

あれば，相模湾付近に上陸しなくても起きる。こ

れは波高の高いうねりによっても大きな災害を引

き起すことを示す。

定置網に被害をおよぽした台風の位置を調べる

と，図 2.13の結果を得た。この図から，被害をも

たらす台風は中心気庄が980mb以下で，かつ危

険ゾーンを通過するものであることが明らかにさ

れた。網の被害状況を明らかにするために，網の

被害率と代表的な有義波高の関係を調べ，図2.14

を得た。代表的な有義波高として，湾奥の中心に

位置する観測塔の観測値とした。この図から，有

義波高が2.5m以上になると，湾の中部と西部で

網の被害が出始める。しかし湾の東部はほとんど

被害が出ていない。このことは東部は他のところ

に比べて波高が低かったことが推測される。とこ

ろが有義波高が4.5m以上になると，はぼ一様に

全湾内で壊滅的な被害が出た。このようなことか

ら，有義波高が2.5 m以上になると，網が危険な

状態となり，あらかじめ対策を必要となる。よっ

て台風に対する沿岸波浪災害の防災対策は図2.11

の右図に示したものとなる。

(2) 漂砂による海岸侵食

波浪災害で忘れてならない重要なものとして，

漂砂による海岸侵食がある。これは主に沿岸波浪

によって引き起されるものである。風は季節的に

変化する。それに伴って波浪も変化し，その結果

砂浜も季節的に変動する。大きくて高い波浪であ

れば海岸は後退し沖にパーができ，小さくて低い

波であれば沖のバーが消えて海岸は元に戻る。こ

のような繰り返しが保持されれば，海岸は侵食さ

れない。

近年，生活水準の向上により，河川水の利用が

極度に高まり，上流に多くのダムができ，その上

ビルの建築用の砂として川砂利の採取が頻繁に行

われ，河口部から海への土砂の供給が減少した。

その結果，上記の漂砂のサイクルが保持できなく

なり，海岸侵食災害が生じて来たと考えられる。

このことは，顆著な海岸侵食地域が大きい河川(1

級河川）付近の海岸に集中して見られる事実によ

-2l-
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(1) 
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観測塔で得られた台風時の異常波浪の観測例と沿岸波浪の予測プロック図

台凪

......A' 
(a)台風が沖にある場合

..
 • 北風

凪辰（周期小，波高大） うねり（周期大）

(bl.台風が上陸する場合

強い南風

：： ＝： 二ご^“い［お）しこ：←.....北風
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高波＝うねり＋風浪

図2.12 台風による異常波浪の発生状況の模式固

i140• 

って裏付けられる。

海岸の土木工事を調べると， 1960年代までは

海水の陸上への侵入を防ぐための海岸堤防が主体

的であった。しかし 1970年頃から離岸堤が作ら

れ始め，現在では堤防に代ってかなりの割合を占

めるに至っている。離岸堤は侵食防止の機能を有

し，かつ砂浜をつくる。砂浜は漁業や保養にとっ

て不可欠のもので，今後ますます重要となるだろ

う。このようなことから，海岸侵食の問題は沿岸

-22-

図2.13 定置網の被害日の台風の位饂と進行方向
黒丸は被害をもたらした台風の場合で，

その位置は被害日の台風の位置である。

白丸は被害がなかった台風の場合で，そ

の位置は相模湾にもっとも近づいた台風

の位置である。点線で囲まれた部分を危

険ゾーンと呼ぶ。
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定潤網の被害率と有義波高の関係

防災の＼，r．場から，従浜対策を含めて1|］広い問題と

して取り組む必要性がある。

私たちは上述した考えにもとづき， 1985年か

ら振興凋整費（重点枯礎研究）による「沿岸異常

波浪による海底地形変化に関する研究」を開始し

た。この研究は新しい計測法を開発するとともに，

沖浜を含む漂砂の観測的研究を行うものである。

観測海域として観測塔に近い相模川河口域を選ん

だ。この加J[ J域は伯年河n内に砂洲が発達し，河
ロ内に港をもつ地几では社会的な問題となってい

る所である。研究成果の第一として，沖浜の海底

（砂面）の変動が止確に観測されたことである。

使用した測器は蚊近メーカーによって開発された

光屯式砂面註である。観測結果により，大きな波

浪と襟砂現象が密接に関連していることが明らか

にされた。第 ことして襟砂の面的な観測を行うた

めに，凧又は気球による空中撮影ヽンステムの開発

を行った。はじめに吋貞画像の解析法を開発した。

この方法を川いて航空写貞の解析を行い，図 2.15

の結果を碍た。この図から，河口の左岸側（東の

海岸）の汀線は顕抒な侵食(-5 m／年以上）を

受けていることが分った。写真2.4は上記の空中

撮影ヽンステムで得られたものである。これによっ

て相模川加JI.Iの砂洲の発達状況が明確にとらえる

ことができた。

これらの研究成果と，深浅図および観測塔の波

浪と流れのデータより，相模川河[I域の漂砂の流

れは図 2.16にポすようなものと推測できる。

IOOO 
m 

印0

“ 

、OO

。
xn 

図2.15

妙 ’’heh•• · -— B69 ,I t (88n 
＿＿ー・,9%9, 6 (• " 
1 9 9 3, I I r, ≪ I 

ニニ'’'゜ •IO (, t9●5, 4 (・

• Stand • ,d~nt 

”□ 
航空写貞解析による相模川河口域の汀線

の経年変化

一

写真 2.4 空中撮影装置による相模川加I[J域の写真

2. 5 将来の研究課題

21世紀においては確実に豊富な余暇時間を有す

る高齢化社会となる。市民は今と比較にならない

はど沿岸域を利用するだろう。このような時代に
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このように考えると，沿岸波浪と海岸侵食に関

する研究が重要となる。これら両者は非常に密接

に関連している現象である。沿岸防災研究におい

て，これらの研究が中心的な課題となる。本章で

述ぺた，今までの研究成果から，今後我々かしな

ければならない研究課題は具体的には次のように

なる。

(1) 散乱計を含むリモートセンシングによる波浪

および海上風の計測技術の確立

(2) 個々波法による沿岸波浪の予測的モデルの開

発

(3 l 

図2.16 相模川河口域の漂砂の流れの推定

船舶用波浪計による船舶安全ヽンステムの開発

(4) 沿岸域 (O-20mの水深）の海底地形の面的

計測法の開発

15) 河川を含めた沿岸域の漂砂の予測的モテルの

開発

必要なことは，砂浜の高度利用・保全と気象・海

象の高い精度の予報技術となる。
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3 波浪等観測塔における波浪観測について

波浪等観測塔における波浪を中心とした長期間

の観測データは直接，当センターの研究に使われ

るほかに普遍性のある高度波浪情報等としてデー

タベース化され，行政や地域社会に広く利用され

高い評価を受けている。

3. 1 波高計の種類

現在，波浪等観測塔に設置されている波高計と

して機能を有するものには次のものがある。

(1) 容量型波高計

センサーは直径5mmの市販されている銅単心の

ビニール被覆の動カケープルを用いて接着剤によ

り水密加工し， 15kgの鉄錘を観測塔のI'型支柱に

より張り出し海面下10mの深さまでつり下げてい

るもので，この波高計の利点は，センサーが安価

であること，波高と電気信号の直線性に優れてい

ること，周期の短い風波にも追従する速い応答特

性があることであり，長年に亘り観測塔における

波高観測の主力波高計としての位置を示めている。

難点は，海面に浮いているビニール等の浮遊物が

センサーに巻き付いてしまうこと，海藻やフジッ

ボ等の生物付着があること， ビニール被覆の強度

が弱く荒天時波高の高いとき固い浮遊物との接触

により破損し水密化がなくなり，全く波高計とし

ての機能を有しなくなるなどがあり，常に良好な

状態に保つために，センサーの清掃や取替え等の

作業を頻繁に行う必要かあることである。

この容量計波高計3台を観測塔を中心に南西，

南東および北側に設置し，アレイ式波高計として

波高および波の方向観測を行っているが，このう

ち塔が浮遊物に対する壁となっているため一番破

損率が少ない北側の波高計を定時観測用に使用し

ている。

(2) 超音波式水位（波高）計

センサーから海面へ向け垂直に超音波を発射し，

その反射時間差により波高値を得るもので，海面

に対し非接触形であるため，容量型波高計にみら

れるような浮遊物および生物付着の心配も起らな

い。センサ部が高価であるため錆に強いステンレ

ス製の堅牢なる保護囲いを行い支柱にしっかり溶

接している。この波高計は， 1986年11月に設置さ

れ，晴天・雨天等の天候による影響や周期の短い

波や周期の長い波に対して容量型波高計との比較

観測を多く行ったところ図 3.1に代表される如く，

ほぼ同一線上に董なり容量型波高計と大差がない

ことがわかった。従って，今後は今までの容量型

波高計にかわって設置後の維持管理が比較的楽な

超音波式波高計が重要視される。

(3) 長周期波計

圧カセンサをスライドチャネル（計測器の取付

けや維持管理のためウインチにより上下できる観

測支柱）のフランジに取付けられ，通常は水面下

約4mに位置している。電気フィルタにより高周

波成分が取除かれ，周期の極めて長い潮位計や長

周期波計として用いられているが電気フィルタを

通す前の信号を取り出すと波浪が得られるが周期

8秒以上のうねりに対しては容量型波高計とよく

一致するが，それ以下の周期の短い波に対しては

はとんど追従しない。ただ，容量型波高計が破損

した場合の代用として役立っている。

3.2 定時観測による波浪観測

観測塔で計測された波浪データを陸上施設に設

置されているデータ処理装置により処理するため

には，データを伝送しなければならない。この方

法には，

(1) テレメータ装置によるもの

容量型波高計，超音波式波高計等40成分の計測

データをA/D変換し陸上データ受信装置に送る

もので，これは， 1成分当り20ミリ秒の高速で電

送するため，変化の速い現象の観測や，台風観測

のような何日にもおよび観測が必要な時に用いら

れている。

(2) アナログ端子によるもの

計測器からのアナログデータをそのまま陸上側

に伝えるもので定時観測用のデータのうち幾つか

-25-
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図3.1 容量式と超音波（空中）式の波高計の出力の比較

はこの方式をとっている。

(3) 遠方制御装置によるもの

主として塔内の空調の制御や計測器の電源を「O

N」 「OFF」するのに用いられた装置が老朽化

し1975年1月にデータ伝送も可能な装置に更新さ

れたもので，伝送速度が遅く，特別の工夫をして

波浪の 1成分のみ速く伝送できる様な機能をもっ

ている。定時観測は常時データを収集するため前

述の高速テレメータ装置の伝送経路は使用できず，

専らこの遠方制御装置およびアナログ直送の伝送

経路を用いている。定時観測の処理システムは図

1. 3に示した。 32成分のデータをサンプリング間隔

300ミリ秒で収集し 1分単位にまとめレコード化

してゆく，タイマーが毎正時30分になると，あら

かじめ待機していたジョブプログラムが順次実行

され，波浪の生テ~ータファイルと波浪統計，パワ

ースペクトル計算等の処理ファイルか作成されて

ゆく，これら一連の処理は全て自動的に行われて

いる。このシステムは1982年11月から稼動し満5

年になるため，更に充実したシステムに更新する

予定である。

3.3 波浪と風の長期特性

過去8年間に亘る観測データから，観測塔付近

の風の分布および波浪の特性を知ることが出来る。

全てのデータをプロットすると図が煩雑になるの

で，日平均や代表例を用いた。風向風速分布や波

浪は年毎のバラッキはあるが四季別による傾向が

強く表れている。図 3.2は風向および風速の分布

で，毎時のデータを冬期(12月～2月）》夏期(6月

~8月）に分け16方向で表わしたもので，上図は各

方位の度数を％でプロットした。下図は各方位に

対する平均風速をプロットしたものである。年間

を通し，沿岸と平行な東および西の方向の風は，

極めて少ない。冬期では北寄りの風が74形の頻度

であるか，季節風により強い西寄りの風が吹く傾

向がある。春期には，気候もだんだん暖かくなり，

南風が吹く頻度が多くなり，夏期には陸風海風の

傾向が明確に表われ，秋期に至り冬期の頷向に近

ずいてくる。これがほぼ同じサイクルでくり返さ

れている。図 3.3は，季節の傾向がよく表われて

いる波浪分布の代表例で 1月， 4月， 8月， 10月
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図3.3 8ケ年間の観測データから求めた平塚沖の波の波高一周期特性
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について，一日の有義波高の平均値をプロットし

たものである。 1月の図は，周期と波高の集中度

が最も高く，大きな風浪の発達は見当らない。 4

月には，突風に代表される如く，強い南風が吹き，

波浪も大きく発達している様子が判る。 8月は台

風の影響により波高も大きく，周期の長いうねり

の分布か多くなる。 10月は遠方からのうねりによ

り長周期の波が多くなっているが， 8月に比べ波

高は小さくなっている状態が判る。これらが，毎

年繰り返される平均的な傾向であるが，表3.1は

年別の 1月と 7月の最大波高， 1/10波高， 1/3 

有義波高の最大値と平均値等で，最大風速 (10分

間平均）はその月における最も強い時の風速と方

位を示した。観測日数は，通常，毎時24回のうち，

一回でも観測できた日も含めた日数で，その日の

波高のうち最大波高が，それぞれ， 1 mおよび2

mを越えた日か何日あったかを示したものであり，

その月に対する海上の荒れ状態を表わしている。

最大波が2mを越えた日は，海上での作業は困難

な時で，多い月では13日にも及ぶことがある。ま

た，過去においての最大波高は， 1985年7月1日

に相模湾を直撃した台風6号による gmを越す波

浪記録である。台風時においてはセンサーの破損

等により欠測が目立って多かったが今後は，前述

の非接触形の超音波式波高計に多く期待されると

ころである。

表3.1 平塚沖の波浪統計（年別）

1 月

年 l 978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 

最 大 波 高 (cm) 423 3 288 7 299.7 346.1 226 4 266.7 369.9 491 3 450 2 

最大波高の周期（秒） 6.9 6 9 5 7 9.9 36 10 2 6.0 8.7 6.3 

協波高の最大値 (cm) 312 7 228.2 205 8 252.4 155 3 200.3 243 0 234.4 324.4 

同上の周期（秒） 6.8 7.5 6.3 10. 7 6 3 9.3 5.6 64 6.9 

½有義波高の最大値 (cm) 255.7 176 4 160 2 206. l 124.6 150 2 188.8 185.8 25 7 4 

同上の周期（秒） 7.9 5.7 6 7 10 9 5 6 94 5.7 6.1 7.3 

平 均 波 高 (cm) 56 7 62.5 47 4 46.9 47 5 38.5 36 2 57.2 74. 7 

平 均 周 期（秒） 6 5 6.2 6.] 6 4 6.2 6 1 5 9 6.3 5.9 

最大風速(10分間平均）（/11/s) 16.0 16.0 23 3 17 8 21.1 19 3 20.2 18.5 I 9 I 

最大風速時の風向 SW SW s SW SW SW WSW SW SW 
観 測 日 数 28 31 31 29 31 31 31 29 29 

最大波高がlmを越えた日数 15 24 17 17 22 10 13 21 25 

最大波高が2mを越えた日数 7 ， 4 5 5 3 4 ， 12 
7 月

年 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 

最 大 波 高 (Clll) 297.4 437.9 572 8 481 3 383 9 286. 7 914 9 289.3 

最大波高の周期（秒） 48 7.2 7.2 14 4 l 2.9 78 7 5 10.5 

泊波高の最大他 (cm) 242. 7 198 4 250.7 357.8 2 I 6 9 199. 7 701 4 195.3 

同上の周期（秒） 5 7 8.0 11 3 12.4 6 9 8.1 7.3 12 9 

1/3有義波高の最大値 (cm) 190 5 154 3 214.0 284 8 170.8 162.0 60 l l 154.4 

同上の周期（秒） 6.3 7.9 I 1.8 12.6 6.9 8.1 8.3 9.2 

平 均 波 高 (cm) 60 9 59.0 57.6 69.3 54 9 56.4 75.4 61 9 

平 均 周 期（秒） 6 6 67 6.1 7 3 6 4 6 4 6 4 7.7 

最大風速(1紡汗』平均）伽/s) 15 0 15. l 13 1 15.9 18 5 10.9 27 8 i 7 8 

最大風速時の風向 SW SW SSW SSW SW N SSE SSW 

観 測 日 数 31 31 29 31 31 31 31 31 

最大波高が1mを越えた日数 24 22 19 24 26 22 27 20 

最大波高が2mを越えた日数 5 7 7 8 6 5 10 ， 
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4. 海上の強風防災に関する研究

4. 1 多様な災害をもたらす強風

沿岸域が生活圏の大部分を占める我国では風に

よる直接・間接の災害が発生するとき，その風は

海洋上において性格づけられた風即ち海上風であ

ると言ってよい。、

風か原因となってひきおこす災害は樹木・家屋

等の倒壊，橋りょうや高圧送電線の破壊などがあ

るが，高波・高潮の発生，大気汚染物質の輸送，

異常気象への寄与など間接的な災害要因を生み出

すことにも風が深くかかわっている。この節では

直接的な風害をもたらす風の性質を中心として研

究の流れを述ぺる。

強風を地表面（または海面）にもたらす大気擾

乱の主なものは，台風，春季の東シナ海低気圧，

竜巻，ダウン・バースト，冬季の北西風などであ

って，他に局地的なその地域特有のだし風がある。

一方米国ではトルネードの破壊力が大きく非常に

恐れられている。

台風は日本をはじめ東アジアに毎年多くの被害

をもたらす強い気象擾乱であり，豪雨とともに強

風も長時間続く。台風の発生発達のメカニズムや

渦の構造については古くから研究されてきた。近

mls 

so 
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30 

20 
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(IRIOMOTEJIMAo----o) 

戸•

Atmosph~ric Pressu 

Wind Ve 1 oc.i ty 

12 IS 

JULY 30 

・‘•‘.＾

24 

年それらの理解も進み，台風の渦に関する室内実

験も始められるようになった。台風の本土上陸数

は近年減少する頒向がある。しかし島嶼も含めて

沿岸域では最も恐しい自然の猛威である。図4.1 

に1977年7月末に沖縄県八童山諸島を襲った台風

7705号の石垣島での記録を示す（石崎ら，1978)。

台風通過時の 1時間毎の10分間平均風速および正

時の気圧の値を時間とともに示したものである。

図の左側に西表島の記録を併記してある。台風の

中心（最低気圧を記録した時刻）を少し過ぎてか

ら最大の平均風速53m/sを記録していて，台風

中心と最強風域とが離れていることが分る。なお

この台風の瞬間最大風速は 70.2m/sで，かなり

の被害を出したが，規模は中程度であった。

竜巻とダウンバーストの報告は年々増加してい

る。 1978年地下鉄東西線列車転覆をもたらした竜

巻に関しては綿密な調査に基いてモデルが提案さ

れている（内田ら， 1979)。ダウンバーストは急

激な下降気流（突風）で飛行場近辺で発生した場

合着陸失敗など重大な事故を招く場合がある。こ

の小規模擾乱に関する研究は，米国においてレー

ダ気象学の発展とともにかなり進展しているが，

我国では端緒についたばかりである。

max 53.0m/s 

ーlowest931. 7mb 

6 l 2 18 

JULY 31 
24 

mb 

1000 

990 

980 

970 

960 
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940 

930 

図4.1 石垣島近辺を通過した台風7705号の風速と気圧（石崎ら， 1978)
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冬季の大陸からの強い寒気の吹出しは日本海側，

とくに東北日本に降雪と強風をもたらす。このう

ち生活・経済に支障をきたす地吹雪のメカニズム

の解明と防止方法は当センターを中心にして研究

の途上にある。

外洋に向って開かれた相模湾内に存在する当所

の観測塔は，海洋上の特性を持つ風の挙動を観測

研究するために非常に良いプラットフォームであ

る。更に海洋は陸地では不可能な長い吹送距離を

与えてくれる。従って塔で取得したデータは海洋

上の大気境界層の構造を明らかにするだけでなく，

陸面等を含めた境界面上の気流の基本的な性質を

も示してくれる。当所は設立以来海洋に関係する諸

現象の最初の位相である風についていろいろな視

点から調べてきた。また海上風の測定手段として

マイクロ波散乱計の開発研究を行った。散乱計は

衛星に搭載して広域的海面を探査し風向風速分布

を与えることを目的としたもので，塔および航空

機搭載による実験によって基本的なアルゴリズム

を示すことに成功した。

近年の主な課題は沿岸災害の発生にかかわる強

風に関する研究であり，種々の大気擾乱によって

ひきおこされる強風の性質を観測から評価するこ

とを目的としている。強風の原因となる擾乱の挙

動を明らかにするためには，長時間の連続測定と

大量のデータ処理が必要であり，コンピュータ機

能の著しい向上によって可能となった。

4.2 海上風の特徴

日本の南岸に強風が吹く条件は，日本海または

列島を発達した低気圧（台風，東ヽンナ海低気圧な

ど）が進む場合である。図4.2に1986年5月に日

本海を通過した温帯低気圧による強風の10分間平

均風速の推移を示す。一般にメイ・ストームと呼

ばれる嵐で台風なみの強い南風が吹く。図は観測

塔の 2高度において測定されたもので，風向風速

の変化は激しい。この現象は発達した低気圧の南

側にある暖域で，天気図には表われない強い中小

規模擾乱が存在していることを示唆している。強

風は低気圧の中心から多少遠くてもしばしば起る

ものである。 2高度の風速の差がかなりあるが，

通常の海面上の大気層では図で示したケースでの

2高度における風速の差は小さい。夏季に発達し
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図4.2 発達した温帯低気圧による強風，

1986年 5月

晶

た北太平洋高気圧が日本列島を覆うようになると，

長時間にわたって南風が吹く。このときは図のよ

うな強風はなく，定常な状態が続き，高度差によ

る平均風速の差異も小さい。

海面上を吹く風は通常の場合，陸地面を吹く風

よりもはるかに穏やかである。即ち海上風の風の

息は平均風速がかなり大きくても陸上風に比べて

小さい。地表面を吹く風はその粗さの程度によっ

て変動の大きさが決まるから，海上風は大小幾つ

もの波浪に覆われた海面を粗くないと感じている

のである。気流が見た地表面の粗さを表現する指

標である空気力学的粗度は，海面で0.1 mm,...., 0. 2 

mmであり，草原で約10mmであるから海風の息が小

さいのがよく分る。この事は最も海上風を特徴ず

けるものである。

しかし風は本来持っている大気擾乱の挙動に支

配され，境界層としての性質を越えた特性を示す

事が少くない。図4.3に強風時の突風率を平均風

速に対して示す。突風率は平均風速に対する最大

瞬間風速の比を表わすもので，風速変動の程度を
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図4.3 種々の大気優乱による海風の突風率

図4.4に強風が長時間続いたときの周波数スペク

トルを示す。図中のDは測定時間， U1,山は高

度7mと23mでの全測定時間の平均風速を表わす。

それぞれ年間数回出現する程度の数少い事例であ

る。スペクトルの形は高い周波数のところにヒ°―

クを持ち，それよりかなり低い周波数のところに

谷を持つことが図より分る。測定した高度にもよ

るが，このピークは10秒から 100秒程度の範囲に

あり，海上風の場合は陸上風よりも低周波数側に

偏っている。一方谷の方は 5分から15分程度の変

動の周期にある。この谷は気流が地表面に支配さ

れなくなる限度を示すものと考えられ，これより
30 
も長い周期の変動は大気擾乱自体の運動である。

海面近くの大気境界層のメカニズムはこの層を

包む大きなスケールの擾乱と不可分であり，これ

からはより広域的な観測が必要となってくる。

示す。測定値は観測塔の2高度において測定した

ものだが，それらの差はほとんどない。図の下方

の一群のデータは通常の海風に対するもので，風

の息が穏やかな事を表わしている。一方破線で囲

まれたデータや右上方の矢印が付いたデータは強

い大気擾乱による強風に対するもので，風の息は

非常に粗い。上空の擾乱が海面の近傍まで及んで

いるのである。

風速変動の空間相関は大気乱流の空間的性質を

知るだけでなく，構造物の耐風設計の見地から建

築学，橋梁工学で次第に重視されるようになった。

観測塔の周りに設置した数台の超音波風速計によ

って同時に測定した風速変動の3次元空問成分を

解析し，風の乱れが相関をもつスケールを評価し

た。即ち風の乱れを幾つもの渦（乱渦または相関

渦）が重なり合っていると考え，それらの大きさ

を求めてみた。風が変動する周期に従って乱渦の

スケールが算出される。例として，平均風速10m/s

海面からの高さlomで，周期10秒の場合，風向方

向，横方向および鉛直方向がそれぞれ 54;0m, 

7.4 m, 8.0mの大きなフランスパン状の渦となる。

この乱渦は高度が上るとともに大きくなり，周期

が短いものは小さい。大気境界層内では，およそ

1秒から数分程度の周期の乱渦が重なり合いなか

ら風向方向に流れていく様なモデル化が考えられ

る。

風速変動の強さを周期（または周波数）毎に評

価するためには，パワースペクトル密度を求める。
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5. 海洋リモートセンシング技術の開発研究

5. 1 沿岸防災研究とリモートセンシング

日本における沿岸災害の危険性は，時代の進展

とともに質的に変ってきており，より高度な沿岸

ないし海洋防災科学技術が要求される。

すなわち，従来からの防波堤，防潮堤などの施

設の建設と並行して，災害要因となる異常現象を

より的確に予知・予測することか，現在の沿岸防

災科学技術の重要な課題である。

沿岸における津波，高潮，高波，強風海氷な

どの異常現象の出現を予知・予測するためには，

現象自体の把握に続いて，その現象の発生•発達，
伝播，変形等の物理過程を外洋域から追跡できる

ような高精度のモデルの構築と，その検証のため

の広域観測手段の確立を図らなけれはならない。

防災研究の対象を沿岸から外洋に拡げる必然性も

ここにある。

この問題に対応しうる海洋観測手段としてリモ

ートセンシングが注目されるようになったのは比

較的最近のことである。異常現象を巨視的に把握

し，それが外洋ないし沿岸海域を伝播・変化して

いく様子をとらえるには，衛星からのリモートセ

ンシング技術による広視野，高分解能のデータが

有効な情報を提供しうるものとして大きな期待が

寄せられている。

5.2 海洋リモートセンシング技術の動向

人工衛星を使って地球をグローバルに観測する

試みは，まず気象学の分野で1960年に始められた。

波浪や海流などの海洋現象を衛星からのリモート

センシング技術を使って観測しようという企ても，

米国の Pierson教授ら多くの人々によって＇その

当時から進められてきた。光学センサー，すなわ

ち可視域や赤外域の電磁波を介してのリモートセ

ンシングで海面の色の差や，海面温度についての

情報を得る方法はすでに1960年代に実現していた

か，雲によって視野を遮えぎられることは，海洋

観測に必要な空間的，時間的連続性を損う点で大

きな欠点となり，有効な観測手段として広く認知

されるまでに至らなかった。

この弱点を克服したのかマイクロ波センサーで

ある。 NASAが1978年に打上げた海洋観測衛星

SEASAT 1号は一度に四つの異る型のマイクロ

波センサーを搭載し全部の実験に成功した。これ

によって衛星リモートセンシングによる本格的海

洋観測への期待は飛躍的に高まった。マイクロ波

散乱計による海上風ベクトルの観測， レーダ高度

計を使った波高，海流の観測は1990年代の初頭に

は実用化される計画が同まっている。また光学セ

ンサーの技術の進歩も目ざましく，雲の障害はあ

りながらも，すでに気象，海洋，水産等の分野で

広く実用に供せられている。

5.3 平塚支所における海洋リモートセンシング

技術の研究

わが国でも宇宙開発計画の一環として衛星リモ

ートセンシングによる地球観測の実現の推進が図

られ，静止気象衛星GMSシリーズに引続いて昭

和62年2月には，海洋観測衛星MOS-1 （もも

1号）が打上げられた。科学技術庁ではセンサー

開発のための基礎研究や利用技術研究を促進する

ため，昭和52年度より，海洋開発調査研究促進費

による「海洋遠隔探査技術の開発研究」を実施し

てきた。これはわが国における海洋リモートセン

シング技術に関するはじめての組織的な研究とな

った。当センターでも当初よりこの研究の主要メ

ンバーとして参加し，平塚支所において，能動型

マイクロ波センサーによる，波浪と海上風の計測

技術の開発研究を担当してきた。昭和52----56年度

の第 1期には，単周波マイクロ波散乱計による海

上風計測技術の研究，昭和57年度からの第Il期以

降においては，散乱計技術の発展形として，海上

風と波浪の各要素が計測できる 2周波マイクロ波

散乱計の開発を進めてきた。

これらハード技術の開発を含む研究と並行して

SEASAT散乱計データからの海上風情報の抽出
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法，航空機搭載の合成開ロレーダ (SAR-580)

による波浪の観測実験（宇宙開発事業団との共同

研究）， MOS-1の航空機及び衛星検証（同），

あるいはランドサット衛星のMSS画像を使った

津波浸水域の痕跡の識別などの利用技術研究およ

び現象解析研究の分野でも先導的な研究成果を挙

げてきた。

また昭和62年度からは振興調整費による「太平

洋における大気•海洋変動・気候変動に関する国

際共同研究」の中で「MOS-1衛星等のデータに

よる大気•海洋相互作用の解析的研究」を分担す

ることになり気候変動に伴う災害のようなグロ

ーバルスケールの現象に作用する重要因子として

の大気•海洋相互作用という，衛星データの利用

対象としては最適の，そして国際的にも大きな期

待のもたれているテーマに挑戦する機会を得た。

波浪等観測塔の精密観測，長期継続観測に適し

た機能にとって，海洋リモートセンシングのセンサ

ー開発研究や，利用技術研究は不可欠なものとな

っている。今後はリモートセンシングによる広域

観測と，波浪等観測塔による精密かつ長期観測と

を結合することによって，海洋の異常現象の外洋

から海洋に至るまでの過程の全面的な把握と，そ

の予測のためのモデル作成が効率的に行えるよう

にしたいと考えている。わが国の沿岸災害を最小

限に軽減するために先端的科学技術の最大限の応

用を図るため， リモートセンシング技術の利用は

きわめて有効である。

5.4 主な研究と成果

5.4. 1 マイクロ波散乱計技術の確立

マイクロ波のレーダで海面を斜め上方より照射

し，その後方散乱波の受波信号の強度を謁べてみ

ると，海面上の風向・風速に依存するという実験

結果が， Bragg散乱モデルで理論的に説明できる

ことから，米国では早くから実用化の研究が進め

られ， 1978年のSEASAT-1のミッションで成

功した。日本では平塚支所において1977年から研

究が始められ， 14 GHz, ペンシルビームのレー

ダを試作した。 1980年までには航空機による基礎

的実験を成功させ，わが国でも，散乱計による海

上風測定についてのリモートセンシング技術を修

得できた（内藤，徳田，渡部， 1984ー図5.1参照）。

一方，この間，複雑な散乱計の理論についての考

察（竹田， 1980)，および SEASAT衛星の観測

データを実際に入手して，独自のノウハウによる，

海上風向，風速場の解析を行って（竹田， 1981-

図 5.2参照），平塚支所は，日本におけるこの先

端技術の全面的な修得と確立では中心的な役割を

果たした。
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5.1.2 2)li]波マイクロ波散乱計のl}｝］発

沿岸防災科学技術にとっては海七風と共にl皮浪

はi［要な災'9|；要因として，その広域観測技術の開

発か一つの研究[l椋となる。マイクロ波散乱叶技

術のノウハウを修得した平塚支所ではつぎのス

テップとして，欧米で理論的にアイティアが提案

されていた 2周波マイクロ波散乱註の開発に挑ん

だ。

これは，極めて近接した 2波のマイクロ波の周

波数を口］変することにより，波長が10m～数白m

のビート波を発牛して海曲を照射する。このビー

卜波の波長は，海面の波浪の波長と同程度である

ため共嗚（プラッグ）散乱によって，波浪の情報

（波長，波向，波高）を含んだ後）j散乱波を発信

、点に送り返す。このに号を特殊な力法で処罪解析

することにより波浪情報か得られるというもので

ある。昭和57年度に簡単な実験用レーダを試作し

火験に成功した（竹田，徳田，渡部， 1985)のち，

如 IJ化のための改良を続け，パ｝レス波周波数自

珈砂I, }亜し同 ・風辿測定口］能，波高測定可能等の

独l]に考案した性能，機能を加えて，航空機搭載

川の広域（皮浪 ・向上風計測センサーとして62年度

に‘ん成した。詳細は 2波浪防災研究の項を参照さ

れたい。

抽出を担当してシートル—ス観測を行うとともに

SAR l叫像の解析を行い， 2次］じフーリょ解析に

よって比較的容易に沿i図皮浪の特性を定：1し化でき

ることをポした（竹田，徳田，渡涸 1987,'lj叫J.

5. 1参照）。

a
 

5.4.3 合成聞[Iレーダによる波浪情報の計測

合成聞IIレータは通常 SARと呼ばれ，衛吊や

航空機などの飛翔休に搭載したアンテナから貞横

の斜め卜方に向けて地表を照射し，後）j散乱によ

ってアンテナに戻ってきた信号を処理することに

よって照射した地表部分の形状を邸分解能の1rt1j像

とし描き出すセンサーである。マイクロ波である

ため雲に辿られることがなく，また夜間でも観測

できる、点に飯人の特Kがあるはか，地表の事物に
よって散乱の特性か大きく巽る。洵[hiの波浪の場

合，測定対象として好都合な条件と，不都合な条

件をもっており後者を克服すれば， Jム域の 2次元

波浪情報の観測手段としてきわめて侵れている。

SARはSEASATにも柏まれ大きな成果をも

たらしたか，近い将来，ヨーロッハと日本のERS

- !衛杞に揺l戊がf＇定されている。附和 58年秋，

布 Ii開発’jぼ団は）駄礎実験としてカナダから航空

機招載の SARをチャーターして‘11センター等と

共詞研究を打った。‘囮塚支所では海汀彼浪佑報の
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5.4.4 衛星画像による津波・高潮浸水域の判定

可視，赤外域のセンサーは歴史も長く，高度に

発達しており，ランドサット， SPOT, MOS-

1等に搭載され，地上を頻繁に観測しており，そ

の実用上の価値は高い。一方，津波，高潮などに

よる災害は広域に及ぶため地上からの調査は多く

の時間と労力を要し，また客観性に欠ける面もあ

る。その要因となる現象は一過性であるため衛星

観測の対象としては不適当であるが，海水の冠水

によって生じる，植性や土壌への影響は数週間，

ものによっては数ケ年も続き，浸水の痕跡として

残る。 MSSやTMあるいはMESSRなどの高解

像度の分光画像センサーは植生や土壌などの変化

を検出することが可能であり，天候によるデータ

の欠損はあるものの原則として定期的に同一地点

の観測をしている。このような利点を生かせば，

津波や高潮による浸水域を衛星データから判定す

ることが可能である。昭和58年の日本海中部地震

津波の秋田県峰浜村の被災地をこの方法で判定す

ることに成功した（竹田，都司，高橋， 1986,表

紙写真および図5.3参照）。

...... ..... ..... 
衛屈データ
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図5.3 LANDSAT衛星のMSS画像

データから求めた日本海中部

地裳津波の浸水域
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6. 津波・高潮防災に関する研究

6. 1 津波・高潮に関する初期の研究課題とその

成果

津波・高潮はともに長波である。ここで長波と

は波長が水深の20から25倍以上のものを言う。津

波・高潮が防災という観点から問題となるのは，

長波であるが故である。このことについて津波を

例にとり詳しく説明を試みる。

津波は何等かの原因で生じた海底の隆起・沈降

がほぼ生き写しに海面に移され，これが波として

四方に伝わる現象である。海底に変動を起こす主

な原因は地震であるが，他に火山爆発，地滑りな

どが考えられる。原因を地震に限ると，日本では，

津波を発生させる地震の震源域は海溝付近にほぱ

限定される。北海道の太平洋岸，三陸沖，そして

東南海道の地域的な差はあるにせよ， 1923年関東

大地震は例外として，海岸からは数十km以上離れ

た海域で津波は発生する。発生直後の津波は水平

のスケールで50km X 100 km,鉛直スケールで

数mの規模であるので海上でははとんど判別でき

なしヽ。

波の力学を考えるとき波をいろいろな波長の正

弦波の重ね合わせとして扱うと便利な場合が多い。

波の伝わる速度は波長によって異なり，一般に波

はその伝播の過程で正弦波の成分波に分かれてし

まいその初期の形を保持できない。この現象を分

散という。しかし，長波の場合その伝播速度は波

長によらず， J[アで表される。ここでgは童カ

の加速度， hは波の高さまで含めた水深である。

津波の発生直後の水平スケールがおおきいのでそ

の成分波の波長も長いものが卓越しており，津波

はほとんど全ての成分波が同じ速度で伝播する。

また， 日本海中部地震津波のビデオで記憶されて

いる方も多いと思われるが，津波は壁のようにな

って押し寄せてきた。この様な波を段波（ボア）

というが，この成因も津波の速度が✓；万である

ことによる。いま，水深 10mと200mの所に最

大振幅2mの津波が来たとしよう，それぞれ波の

山と谷での速度の比は

✓S.8><12 / ✓ 9. 8 x-10 = 1. 095 

✓ 9. 8 X 202 / ✓ 9. 8 X 200 = 1. 005 

となり水深の浅いところほど波の山が谷に追いつ

きやすいことがわかる。波の形は段々と前方にと

がってきて波高を増し，壁のようになる。

また， J;下という速度は，太平洋の平均水深
4000mでは，約710km/hにもなり， 1964年の

チリ津波が約 1日で日本に来襲したことでもわか

るように非常に速い速度である。

更に，津波の周期は10分から数10分程度のもの

がほとんどであるが， これは湾の固有周期（湾の

大きさによって差はあるが， 10分から数10分程度

のものが多い）と合っていて，共鳴が起こり，津

波が増幅する可能性がある。先に述べた，浅海域

での波の高まりと， この効果の為，津（港の意）

で目だつ波であるので，古来より津波といい，今

や国際語となっている。

もう一つ，風呂で天井からしずくが落ちてきて

も湯舟の中の足にはその衝撃は伝わらない。これ

はしずくの落下によってできた波の波長が水深に

比して短いためである。津波は長波であるので海

中の水は底まで表面と同じ速度で動き，底質を巻

き上げながらはいあがって来る。ヘドロ等を考え

ればよいのであるが，不衛生窮まりなく，津波が

去った後にも問題を残す。

まとめると，津波は長波であるが故に，ほとん

ど全ての成分波が一緒にしかも速く伝わり，海岸

付近で増幅され被害をもたらすというわけである。

高潮は津波と異なりその原因は，台風などの気

象じょう乱である。理論的にはlmbの気圧低下で

1cm海面が盛り上がる。じっさいには，風による

ふきよせにより 1.1cm程度になる。高潮はじょう

乱源が移動するためその進路，速度によって大き

く影響を受ける。長波の伝わる速度は，水深の浅

い所では，台風の速度と同程度になる。防災セン

ター設立の原因である，伊勢湾台風を引き出すま

でもなく，津波が外海に面したスケールの小さな

湾，例えば三陸海岸等で大きくなるのに対し，高
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潮は大阪湾，伊勢湾等スケールの大きな水深の浅

い湾で発達する。

以上のような事実から，津波・高潮の災害に最

も影響のある沿岸域での挙動に焦点をあて，以下

の研究を行った。

1. 波浪・高潮・津波，および海洋内部波の研究。

（昭和45-46年度：経常研究）

2.東京湾・相模湾を中心とした津波・長波の研

究。 （昭和49年度：経常研究）

3. 伊豆半島沖地震の総合研究，津波の伝播に関

する研究。 （昭和49年度）

4. 波カ・内部波・高潮に関する研究。 （昭和50

年度：経常研究）

相模湾は，遠浅，緩深急深の変化に富んだ海

底地形，また， リアス式海岸，外海に開いた湾等，

日本沿岸に見られる典型的な海底地形，海岸地形

を一つの湾で有している。この湾に於ける研究成

果はかなりの普遍性を持ち日本全国に適用できる。

相模湾の中心，平塚に研究・観測の拠点を築いた

ことは，昨今の東海地震説等を考えると，先見の

明をうかがわせる。

特に， 「伊豆半島沖地震の総合研究，津波の伝

播に関する研究」では，伊豆半島沖地震 (1974。

5. 9 M = 6. 9)の際に平塚沖観測塔で捉えら

れた記録の解析から，伊豆半島のかげになってい

る波源域からの波が，海岸での傾斜地形によって

捕捉されるエッジ波として伝わる可能性を示した。

エッジ波の伝わる速度は直接海の深い所を伝わっ

てくる津波の速度より小さい。これは，よくいわ

れるような， 「津波は最初の波が最大ではなく—

番目，三番目の波の方がおおきい場合がある」と

いう知見を裏打ちするものである。また，計算機

が発達した現在，計算格子を小さく取ればいくら

でも津波は正確に計算できると錯覚しがちである。

この研究は，非分散の長波のみを考えていたので

は自ずと限界があることを示した点で先駆的なも

のであり，この問題は現在でも解決されていない。

6.2 津波・高潮災害に関する調査研究の現状

最近の十年間における研究テーマを以下に示す。

(1) 経常研究

（ア）津波・高潮の発生，伝播に関する研究。

（昭和51-53年度）

（イ） 津波の発生・伝播，および沿岸遡上の研

究。 （昭和54-59年度）

（ウ）沿岸海況変動の予測手法に関する研究。

（昭和54-58年度）

（エ）占地震・古津波の史料地震学的研究。

（昭和60-61年度）

は） 津波の伝播，および沿岸遡上の研究。

（昭和60-62年度）

(2) 特別研究促進調整費による研究。

（ア） 「相模湾における長周期波に関する総合

研究」のうち「浅海域における長周期波

の変形過程の研究」 （昭和50-52年度）

（イ） 「東海地震の地震予知に関する総合研究」

のうち「歴史津波に関する研究」 （昭和

52-53年度）

(3} 「昭和58年 (1983年）日本海中部地震に関

する緊急研究」のうち「津波の伝播に関す

る研究」

以上は次のように分類できる。

(1) 歴史史料に基づく古地震，古津波の研究。

(2) 野外観測・理論・室内実験・数値計算等に

よる津波•高潮の発生，伝播，沿岸遡上の

研究。

(3) リモートセンシング技術による沿岸災害の

広域的かつ継続的観測手法の開発研究。

そして上記の三つの応用例として

(4) 日本海中部地震津波等実際の津波に関する

研究。

が挙げられる。

6. 2. 1 古地震，古津波の研究

津波の原因となる地康は同じ場所で繰り返し起

こる。しかしながら被害を与えるような津波を発

生する大きな地震は滅多に起こるものではないの

で碁礎となるぺきデータがすくない。リターンピ

リオドは研究者の寿命より長い。古記録に頼らざ

るを得ないのである。東海地衷説が古文書の研究

にその端を発していることはよく知られた事実で

ある。また最近の伊豆大島三原山の噴火でも古記

録の重要性は示された。古記録から客観的にみて

正しい事実を引き出すのは研究者の裁量にかかっ

ている。しかし，どの研究者でも古文書が読める

訳ではない。そこで，古地裳・古津波の記録を収

集し整理して，研究者の使いやすい形で刊行する
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ことが必要となってくる。

この方面の研究では，武者金吉編「増訂大日本

地震史料」， 「日本地緩史料」，東京大学地震研

究所編「新収日本地震史料」がある。

当センターでは東海道および南海道の史料を中

心に収集，整理し以下の資料を刊行した。

・東海地方地綬津波史料 (I・上巻）

ー静岡県・山梨県・長野県南部編一

（防災科学技術研究資料， 35,昭和54)

・東海地方地裳津波史料 (I・下巻）

ー静岡県・山梨県・長野県南部編一

（防災科学技術研究資料， 36, 昭和54)

・地震津波補遺史料

（防災科学技術研究資料， 55, 昭和55)

•高知県地康津波史料

（防災科学技術研究資料， 60, 昭和56)

•紀伊半島地霙津波史料

（防災科学技術研究資料， 60,昭和56)

・東海地方地震津波史料 (II)

ー静岡県・山梨県・長野県南部編一

（防災科学技術研究資料， 77, 昭和58)

これらの資料の研究者間での評価は高く，地震に

ついては，断層活動・隆起陥没•前兆現象等に関

する知識が集積され，地震予知，地震防災対策に

役立っている。

津波については，

(1) 津波を真正面にうける沿岸より，津波波源か

らみて， 「影」の場所になるはずの島や半島の後

面でむしろ津波が高くなることがある。

(2) きわめて近接した沿岸の 2点A, BでAでは

津波が非常に高くなったのにBではほとんど被害

がなかった。

(3) 津波の到達波高はさして高くないのに，海水

が速い流速を持っていたため，家屋流失，人身被

害の大きい場合があること。

(4) 津波が沿岸に来襲するよりも時間的に速く海

震がつたわり，海上の船舶がそれを感じているこ

と。

等の特異な現象の記述を発見した。

(1)については，津波の数値計算等をする場合に

は，エッジ波を考えにいれなくてはならないこと。

(2)については，湾の固有周期と津波の固有周期

の関係，あるいは湾の水系のモードと波高の関係

が密接であること。

(3)については，被害という点からみてみると問

題なのは波高でなくむしろ流速であること。

(4)については，波高の予測手法に海中の音波を

測定する方法が使えること。

等の，重要な知見がえられた。

また，歴史津波の研究は古文書に頼らざるを得

ないのであるけれども，占文書各々の性質や信頼

性にかなりのばらつきが有りそれが歴史津波研究

の制約になっている。そこで何か普遍的な「もの

さし」或は「検証」が必要となってくる。

前者については，その当時の寺社の過去帳が有

効なものさしになりうると考え，神奈川県下の全

ての寺院にアンケート調査を行った。この調査か

ら，元禄地震 (1703.12.31,M=8.2)の起き

た日の死者が記録された過去帳を持つ寺院の分布

が明らかになり，被害がなかったのか，或は単に

被害の記録である古文書が見つからないだけなの

かという判断が合理的に下せることになった。

後者については，ある地域を限っての精密な測

量などが考えられる。明治三陸津波(1896. 6. 15, 

M= 8.4)の際に岩手県下閉伊郡田野畑村羅賀地

区に津波石と呼ばれるものが打ち上げられたとい

う情報があり，測量を実行した。一度目の測量で

は，ハンドレベルという精度的に精密でないもの

を使わざるを得なかったが，二度目の測量ではオ

ートレベルを用いて測量を実行した。その結果，

津波石の標高は， T. P.上24.0mとなった。

6.2.2 津波・高潮の発生伝播，沿岸遡上に関す

る研究

津波の研究では，その発生，伝播，沿岸域での

変形，遡上に関しての断片的な知識を集大成して，

確度の高い津波予測方法を確立することが求めら

れていた。それまでの研究における欠落点として

は，

・浅海域における水系の共振各モードヘのエネル

ギーの分配率の推定

・外洋における挙動

•長波に対する水底の影響

といった問題が早急に解決されるべきものであっ

た。

当センターでは，特別研究促進調整費による研

究。 「相模湾における長周期波に関する総合研究」

のうち「浅海域における長周期波の変形過程の研
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究」 （昭和50-52年度）において，図6.1に示す，

相模湾内6箇所の各地点における長周期波（周期

1分ー100分）を観測し，沿岸浅海域での長周期

波のスペクトルの構造，各成分波の推移，各地点

間での挙動の相違等を中心に解析した。

図6.1 長周期波計を設置した海域に等深線を入

れたもの

また，外洋における挙動については， 1960. 5. 

24のチリ津波のデータをはじめとする過去の津波

記録を解析し，遠地津波の伝播時には，海山のよ

うな地形が津波の伝播にどの様な影響を及ぼすか

についての理論的考察を行った。その結果をチリ

津波に適用すると，日本に達するまでに40％のエ

ネルギーが失われることが判明した。 （昭和51年

度経常研究）

昭和51年度経常研究においては，陸棚斜面によ

る長周期波の部分反射の問題を取り扱い，グリー

ンの公式として知られている，津波の簡単な波高

見積の公式の補正をした。

数値計算の方法について，従来の差分法ではな

く，幾何光学的手法を使ったプログラムを作成し

た。この方法は，津波の波面でなく波線を追跡す

るものであり，海底地形による津波の進路の屈析

等を解析するのに有用である。

6.2.3 リモートセンシング技術等を利用した沿

岸災害の観測手法の研究

6. 2. 1でも述べたとおり，被害があって，記録

が残され，記録が収集される，このすぺての条件

がみたされて始めて被害があったことがわかる。

津波・高潮等は，ある一点にのみおこるというも

のではなく，面的な災害であるので，たまたまそ

こに人がいなかったから記録が残らない， という

ことでは，研究の発展はのぞめない。これらの発

生機構と物理量の時間的・空間的な変動または伝

搬過程を知る事によって初めて，沿岸域の自然災

害現象を解明することが出来る。過去の災害につ

いては，何らかの方法で合理的判断を示すしかな

いのであるが，衛星等によるリモートセンシング

技術によりこの問題は解決することができる。

当センターでは， 「沿岸海況変動の予測手法に

関する研究」 （昭和54-56年度：経常研究）にお

いて， 「高潮・高波・異常潮位など顕著な沿岸変

動の研究」を一項目としてとりあげた。

台風による高潮に関しては， 1979年20号台風

に伴う高潮・高波の被害状況および潮位異常のデ

ータをまとめ，第 13回UJNR（天然資源の開発

に関する日米会議）において発表した。

津波による，沿岸遡上域に関しては，基本的な

知見を確立し，日本海中部地震津波のときに応用

した。これについては後述する。

6. 2.4 日本海中部地震津波等実際の津波に対す

る応用例

(1) 日本海中部地震津波

1983. 5. 26. 12時00分頃震源を秋田県西部海

域に持つ， M=7. 7の日本海中部地震が発生し，

死者 104名をはじめとする大きな被害がでた。死

者 104名のうち 100名は津波による死者である。

当センターでは，実地観測・数値計算・リモート

センシング利用の津波浸水域の推定等いろいろな

方面からの研究・調査を行った。

（ア）野外調査

津波の痕跡・証言に基づく津波打上げ高の調査

は，津波発生の直後から，国立防災科学技術セン

ター (1984)，気象庁 (1984)，港湾技術研究所

(1983)，あるいは各大学の研究者たちによって

実施され，各々特色のある報告書が発行された。

これらの各報告に記された津波高さの測定点の総

数は約600ケ所にのぼる。その範囲は，北は北海

道の礼文島の北端スコトン岬から，南は九州・対

馬の厳原町までにおよんでいて，調査の空白区間

がない。

これらの資料によって，津波高さの総括的な分

布図を図6.2に示す。震源に近い秋田県北部と青
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ように見える。してみると，韓国の臨院付近で津

波が高くなったのは，大和堆の「レンズ効果」に

よるのではないか，と考えたくなる。この考えが

正しいかどうかを検証するため，大和堆付近の海

域を平らな深さ 3,000mの海域に置換えて，数値

雪ー ，I：1/ ＼ 
計算をしてみた。結果は図 6.4の通り，朝鮮半島

図6.2 ~::ぶ二は立中部地震津波の ／パ
森県の海岸で津波高分布の著しい山がみられるが，

これ以外に，震央から離れた場所にも，津波高の

大きな場所があちこちに現れている。北海道積丹

半島，佐渡島北端，能登半島外海側，奥丹後半島，

隠岐諸島島根半島などで，そのような遠方の津

波高の大きな場所は， 「ある特定の狭い区間内だ

けで集中的に高い津波が記録され，その区間に隣

接する海岸ではさはど津波は高くない」というよ

うな，現れかたをしている例が多いことがわかっ

た。

日本海全体を 5km x 5 kmの間隔の計算格子で

覆って，津波の伝播の数値計算を行った。地震に

伴う海底変位としては，相田 (1984)によるもの

を仮定した。

数値計算は大変良く実際の津波高の分布パター

ンを再現した。ことに，この津波の被害を生じた場

所と，この計算による計算津波高40cm以上が算

出された場所とが大変良く一致していることか指

摘できる。

（イ） 大和堆の効果

日本海の中央部には「大和堆」と呼ばれる，テ

ーブル状の著しい浅海域がある。東西約300km, 

南北約150kmで，一番浅いところでは水深は300

m以下となる。この海域の周辺は深さ約 3,000m 

の深海域である。さて，津波高の実測分布図であ

る図6.2, さらに数値計算結果の図6.3をみてい

ると，韓国の臨院付近の分布の山は（あるいはさ

らに隠岐諸島，島根半島の分布の山も），ちょう

どこの大和堆をはさんで震源の対称点に位置する
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図6.3 数値計算結果。ひと目盛り 50cm。利尻
島，礼文島，奥尻島，佐渡島，隠岐諸島，

およびウルルン島のデータは中段にある。

図6.4 大和堆が無い場合の日本海中部地震津波



と山陰地方の津波高は大和堆がない場合よりもむ

しろ高くなっている。 「レンズ効果」という言葉

を定量的な検証なしに安易に口にすぺきではな

いことが分かる。

（ウ）震源域内での海底隆起分布を単純化した場

合

日本海中部地震・津波の波源域楕円内で，相田

モデルではなく，中心で最も大きく（そこでの隆

起量を (maxとする）周囲に行くにつれて放物線

的に隆起量 (C)が減少するような式で表される

単純な海底変位パターンを与えて計算をしてみた。

波源にごく近いところ以外では，それぞれ似た

分布パターンを示しており，波源に単純な海底隆

起モデルを想定したものでも， じゅうぶん現実に

対応を付けられるものを与えることができること

を示している。

日本海に起きた三回の地震津波について，浸水

高の分布と数値計算結果について述べてきたが，

つぎのような点を結論することができるであろう。

日本海全域の水深の 5km間隔のデータ・ファイ

ルを製作したので，これを用いて日本海で過去に

起きた主な地震津波について数値伝播実験を行い，

昭和58年の日本海沖中部地震の津波の波形は，秋

田県北部西方沖合の南北約140km,東西約80km 

の大きさの楕円形であって，南北に並んだ2枚の

断層間のすべりによる海底の沿直変動によるもの

であった。

数値計算はケース 1として，この断層モデルに

よる海底変動を初期条件として行った。ケース 2

として， この楕円形海域を中央部ほど隆起量が大

い単純なー山形の沿直変動を与えて行ってみた。

震源に近い秋田県，青森県などの沿岸では，ケー

ス1では，実際によく合う結果が得られた。ケー

ス2ではよい結果は得られなかった。これに対し

て，佐渡ケ島，山陰地方，韓国東海岸などの遠方

では両ケースとも実際によく合う結果が得られ，

震源から遠く離れた海岸での津波高の分布は，た

の外洋側，隠岐諸島島根半島，韓国江原道南部

等を挙げることができる。

ii そのような場所というのは，震源の方向に突

き出した岬状の海岸線の所が多い。

iii 現実の津波の浸水高の分布は， 200m以浅の

海域を 200m深の海に置換えた 5km X 5 km程度

の格子間隔の海底モデルによる数値計算結果で，

ほぽ分布のパターンは説明されうる。さらに， Shuto 

(1972)公式等による斜面での増幅効果を組み合

わせれば，量的にもより良く近似される。

iv 震源に極めて近い海岸をのぞいて，やや遠方

の津波高の分布のパターンは，津波波源域内部で

の海底隆起・陥没の分布状況が現実に近いモデル

を与えたときはもちろん，図 6.5に示すような簡

単なモデルを初期変位としたときでも，かなり良

い計算結果が得られる。

v 定量的な吟味なしに，浅い海域による「レン

ズ効果」という解釈を与えるのは危険である。

ここに結論として得られた知識はどれも， 日本

海沿岸各地の津波対策に有益であろう。

とえ正確な断層モデル解がわからなくても，震源 図6.5 簡単化した波源モデルによる日本海中部

の位置と概略の形状がわかれば計算できることが 地震津波の数値計算結果

示された。

i 日本海東北部で地震津波が起きたとき，その 6.3 二つの側面からみた将来の津波研究

震源の位置が多少変わっても，震源から遠いある

特定の海岸にいつも津波が高く現れる場所がある。

そのような場所として，佐渡ケ島北部，能登半島

津波の研究には二つの側面がある。一つは防災

科学技術としてのそれであり， これには津波の波
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高の予測手法・危険度予測等が含まれる， もう一

つは，海洋学に代表される地球流体力学と，地震

学に代表される固体地球物理学との境界学問分野

としての津波学である。この二つは相補的であり

分けて考えるべきものではないが，便宜上それぞ

れについてのべてみる。

6. 3.1 防災科学技術としての津波研究

防災という観点から津波の研究に課せられた課

題は，いかに被害を小さくするかというこの一点

にある。この姿勢は，当センター設立の当初より

今まで変わることがない。そのためのアプローチ

として，歴史津波の研究を初めとする津波研究が

あったわけである。これからどのような研究を計

画し当初の目的を達成すればよいか考えてみるこ

とにする。

6. 3.2 歴史津波の研究

前章にも述べたが，被害を与えるような津波の

事例は少なくデータとして古記録は有用である。

古記録は被害の記録であり，都市災害が問題にさ

れている現代にも通用する部分がある。被害を与

えるのは， 「津波の波高よりむしろ流速である」

という事実の発見はそれを端的に示している。

しかしながら未発見の史料は膨大であり収集の

作業が完結することは有り得ない。その一方で，

史料の信頼性の普遍的基準作りをしなくてはなら

ない。

また，津波の災害は，面的なものであり古記録

はその面的な基準のもとでその信頼性の評価を受

けなくてはならない。寺院へのアンケート調査は

その一例である。他に考えられるものとして，地

域を限定した，集中的古文書収集とタイアップし

た実地測量がある。明治29年の三陸大津波を始め，

目撃者，痕跡などの貴璽なデータが風化しつつあ

る今，早急に実施すべき課題である。

「津波石」のような証拠にしても，年代測定な

ど別の方法で検証できることが望ましい。この方

面の研究では， 1771年の八重山地震津波のときに

打ち上げられたとされている「津波石」の年代測

定をした，加藤 (1986)，中田など (1986)があ

る。加藤は「津波石」中のサンゴに注目しサンゴ

の方解石化の度合によってこの「津波石」が海洋

起源のものか，あるいは転石かを区別したが，詳

しい年代測定は行っていない。中田らは14c法によ

る年代測定を同じ資料に対して行っている。しか

し， 14cの半減期が長すぎるので誤差が大きく，津

波の常襲地帯に対しては使えない。 100年弱の繰

り返し周期をもつ津波の「証拠」の年代測定，或

はその起源の決定には，サンゴの様な生物起源の

ものが有用であると思われるが，どの様なものが

あるかすら判っていない。生物学・地質学など別

の分野からのアプローチが必要である。

6.3.3 数値、ンミュレーション

日本は四方を海に囲まれた島国であり，海岸域，

海洋の開発利用の必要性は言うまでもない。現在

でも，工業地帯，人口の沿岸域の集中は目を見張

るものがあるが，この傾向はこれからも衰えるこ

とはないであろう。原子力発電所をはじめとする

各種工業施設，高層住宅， レジャー施設の設計，

環境のアセスメントなどの基礎資料として，過去

に起こった津波が現在の地形に来襲してきたとき

どうなるか，波高・流速などの細かいスケールで

の予測が必要となってくる。

計算機の能力の発達により，計算格子をかなり

細かく取ったリアルタイムでの数値シミュレーシ

ョン，或は地球規模での遠地津波のシミュレーシ

ョンも可能となってきた。しかしながら，数値ヽン

ミュレーションはあくまでも近似であり，基礎方

程式を立てるときに，どの様な時間的・空間的ス

ケールの現象を対象と定めるかによって，ある程

度計算結果も限定されてしまう。いくら計算格子

を細かく取ったからといって幾らでも精度良く津

波が予測できるということは考えられない。この

ことについては前にも述べた。これからの数値、ン

ミュレーションに課せられた課題は，どの様な現

象を対象にすぺきか（どの様な近似を用いるのが

適切であるか），そのアーキテクチュアにあると

思われる。

その意味に於て，歴史津波・流体力学などの研

究から将来問題になるであろう項目を挙げること

にする。

・エッジ波の問題

このことについては前にも述べているので詳し

い説明は省略する。

・浅海域での非線形効果，長波近似の妥当性の問

題
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今までの津波のシミュレーションはほとんどが

線形長波の近似のもとで行われている。実際，断

層モデルから線形長波近似で求めた津波波形は，

現実とおおよそはあっている。しかしながら，浅

海域では，波高が大きくなってくる或は波長が詰

まってくるなどの効果により，各成分波間の移行，

或は鉛直方向の速度が無視できなくなってくる。

より正確なシミュレーションの為に考えなくては

ならない問題である。

津波のシミュレーションは「大体はあっている」

の段階から「誤差何％の範囲であっている」の段

階に進まなくてはならないのである。

6.3.4 海震の研究

津波を伴う地震では，津波による被害の方が地

震より大きいことは日本ではよく知られた事実で

ある。そのため，従来の方式より，細かいスケー

ルでの津波の波高・流速・到達時刻等の予測手法

の開発が望まれている。

津波が外洋で発生してから沿岸域で被害を与え

るまでには，伝播，沿岸域での変形・遡上という

相がある。計算機の能力の向上により， リアルタ

イムでの津波の数値シミュレーションも可能であ

り，今までの数値計算に欠けていたものも解明さ

れつつある。また，どの様な津波が被害を与える

かということも，歴史津波などの研究から判って

きている。津波の予測に必要であるが残っている

のは，津波の初期波形をいかに早く知るかという

ことのみである。

ここでは，海震を観測することにより，津波の

初期波形を確定する方法について述べている。

海震の原因は，海中を伝わる地震波であると考

えられてきた。海中の地震波即ち音波であるが，

音波発生のもう一つのメカニズムとして海底地殻

の垂直変動による海水の伸びちじみが租密波（音

波）として海中を伝わる可能性を考えた，これに

ついては前章に述べてある。これら二つのメカニ

ズムによって実際の海震は起こっていると考えら

れる。

そこで，海中の数力所に設けられたハイドロホ

ンでこの音波を定量的に計測することにより，ま

ず，三角法により発震源の位置が確定できる。次

に，音波の強度が距離の関数であるので，初期の

垂直変動量がわかる。

この方法の利点は，

(1) 地震波のように地殻の速度構造を仮定する

必要がないので，位置の決定精度がよいこと。

(2) 地震波の解析から，地殻の垂直変動量を求め

るには，表面波記録からのインバージョンを用い

る方法があるが，時間がかかることが難点である。

この方法では，垂直変動量がそのまま，音波の強

度として観測されるので時間的に早く求まり，か

つあいまいさがないこと等である（図6.6)。
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図6.6 安政東海地震に伴う海震伝播の理論計算
結果

,． 

リアルタイムでの津波予測も可能であるが，大

津波を起すような地震の発生源は限定されている

ので，あらかじめ，モデル実験をしておくことに

より，津波波源から沿岸までの津波の変位を追跡

することができる。このような下準備さえしてお
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けば，ハイドロホンの比較的簡単な観測により，

更に短時間で津波の予測が可能である。

海中におけるノイズの問題，海中密度構造の変

化による音速の変化，発音源（発信源）の二次元

性など解決しなくてはならない問題も多いが，考

えてよい一案であると思われる。

6.3. 5 海中地滑りなど非断層性地殻変動による

津波の発生効率の研究

これまでの話は，地震による断層運動をその原

因とする津波についてであった。しかし， 1883年

のクラカトア火山の噴火，日本では1792年の眉山

の崩壊による津波などに代表される火山性の津波，

1958年のアラスカリツヤ湾の地滑りの水表面突人

による津波，或は海底地滑りによる津波など非断

層性の津波も存在する。特に海底地滑りによる津

波は，地震，火山爆発などのように，津波の前兆

現象ともいうべき、ンョックが感じられない場合が

多いので，防災上の観点からこの研究を進める必

要がある。

日本では， 1896年の三陸大津波，或は1946年の

アリューシャン津波は地震の規模の割には津波の

規模が大きいことで知られている。この原因とし

ては，これらの地震はいわゆる「ぬるぬる地窟」

であり，津波の発生に効率的な長周期成分の卓越

した地震であったという説が一般的である。しか

しながらその一方で，津波の原因を地震によって

誘起された海底の大規模な地滑りであるとする考

えもある。この様な曖昧さの源は，どの程度の大

きさのものか，どの程度の速度で動いたらどの程

度の津波が生ずるかといったことが，はっきりと

判っていないというところにある。

数数値：：ノミュレーション，室内実験などから地滑

りによる津波の効率を求めること。歴史津波の研

究から過去の津波の内地滑りをその原因とする津

波を洗い出すこと。海底斜面の急峻なところなど

危険地域を特定すること。海底の探査によって地

滑りの証拠を発見すること。やるべきことは山積

している。

6. 3.6 境界領域の学問としての津波学

ここでは津波を，地殻•海水の情報を伝えて米

る波動としてとらえる。

固体地球物理の方面では，水系と地殻の時間的

・空間的な相違から，地震波の観測のみではとら

ええなかった情報が津波の観測からとらえること

ができる。例えば，地震の直前のプレスリップ，

海底の地滑り，プレートのゆっくりとした動き等

である。検潮測量により，地殻の長期変動を求め

ているのは，その一例である。

また，地球流体力学の立場からは，日本海のよ

うな大きな振動系から沿岸の港の振動系のエネル

ギーの移行の問題，波が陸上へ遡い上がる際の先

端条件の問題等がある。

振動系のエネルギーの移行に関しては， 1986年

春の海洋学会において，熱力学でいうところのエ

ントロビーのような量を津波に関して定義し，こ

の量により津波のエネルギーの時間的変化を表現

する試みを発表したがまだ未完成である。

これらの興味ある問題に対し，一番のネックと

なってくるのが，データレコーダーとしての検潮

所の問題である。検潮所は，国土地理院・気象庁

•海上保安庁水路部・各地方自治体の港湾事務所

等が管理している。その対象としている現象の時

間・空間スケールが異なるので，フロート式，水

圧式など検潮方式の相違をはじめとして，いろい

ろな点で方式が違っており均質なデータはとれな

い。各検潮所のフィルター特性を明らかにできた

としても，導波管の生物付着等時間的に変化する

部分も多く，長周期の地殻変動はともかく質のよ

いデータをとるのは難しい。地震計のようなネッ

トワークを作るのは今の段階では無理であろう。

しかし，時間がかかるがやりとげなければならな

し‘

そこで今の段階で考えられるのが，外洋での津

波観測である。より純粋な形でデータがとれるの

で数もそれ程はいらない。現在は気象庁の深海津

波計が2ケ所にあるが，方式として水晶の発振を

カウントする方法をとっていて，温度変化に弱い

点がある。スクリップス海洋研究所の JohnFillox 

等が開発したプルドン管（バネの伸び縮みで鏡を

回転させ光で検出する）等が有望であると思われ

るが，新しい測器の開発にも着手しなくてはなら

ない。
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7. 地震・火山防災（予知を含む）
研究関連の海洋研究

7. 1 海底地霊観測

7. 1. 1 はじめに

我が国では当センターを含めて多くの機関が，

地喪予知の実現をめざして観測・研究を実施して

いる。しかしながら現在のところ，観測の大部分

は陸上におけるものであり，海における観測は，

未だ非常に手薄である。海底における自然条件は，

高水圧等のため厳しいものがあるが，エレクトロ

ニクスを始めとする高度技術の発達は著しく，海

底観測の進展の条件が整いつつある。

我が国は，有史以来海で起きる巨大（又は大）

地震によって，甚大な被害を受けて来た。明治以

後だけでも，三陸沖地震 (1896年： M7.1,死者
27, 122人），関東地康 (1923年： M7.9,死者

99,331人），三陸地震 (1933年： M8.3,死者

3,008人），東南海地震 (1944年： M8.0,死者

998人），南海地震 (1946年： M8.l,死者1,330

人），十勝沖地震 (1952年： M8.1,死者28人）

1968年十勝沖地震 (1968年： M7.9,死者49人）

とほぼ10年に 1回の割合で発生を見ている。
これ等の海で発生する巨大地震を予知する方法

を作り上げるには，どうしても地震の発生する海

溝部周辺等で地殻変動や地震活動を観測し，地震

準備期間にどういう変化があり，地震の直前には，

どのような前兆現象があるかを調査・研究してお

く必要がある。

我が国の地震予知計画においても，第4次計画

以後海底観測を行うことが勧告され，当センター

は，自己浮上式海底地震計をより定常的な観測に

近づける為の開発と海底地裳観測を行うことにな

っている。記録内蔵式の自己浮上式海底地震計の

最も大きな特徴は，何時でも，どこでも，どのよ

うな配置ででも，観測を行える機動性にあり，用

途としては，陸上等の既存観測綱からはよくわか

らない海域で地震活動を詳しく調べ，その場所の

プレートの内部変形や相互作用あるいは，地殻の

構造を明らかにすることである。

7. 1. 2 開発した自己浮上式海底地震計

我が国における多年にわたる海底地震計測の経

験をもとに，開発した自己浮上式海底地震計(CD-

POBS iI:a,図7.1)の特徴は，
（イ） 海底における計測部がコンパクトになって

いて底層流の影響を受けにくい

（口） 地震動をできるだけ忠実に記録する，

り 周波数・振福範囲が広く，記録時間を 1ケ

月以上の長期にし，

図7.1 自己浮上式海底地裟計

①耐圧容器 ②ミッドリング ③取付枠 ④耐圧

容器締め具 ⑤ァンカー ⑥固定用ワイヤー ⑦水

中コネクター ⑧超音波起動式切離し装置 ⑨夕
イマー内蔵切離し装置 ⑩ラジオビーコン ⑪フ

ラッシュライト
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目 計測・回収の面で高い信頼性を有し，

笛 地震計の海底における位置を決定でき，海

中においても追跡が出来る。

である。

機械式ジンバルに搭載された 3成分の換震計か

らの信号は，それぞれ3段階に増幅され，各増幅

器出力信号は14チャンネルのオープンリール式の

長期連続記録テープレコーダに記録される。上下

動成分の信号のみは， フィルターによりやや長い

周期の成分が抜き出され， 2段階に増幅されて記

録計に入る。内部の刻時装置では，水晶振動子は

恒温槽に入って安定度を高め， 1秒ごとの時刻信

号には，時刻コード機器番号が重じょうされてい

る。この内部時計は，耐圧容器のコネクターを通

して，外部から標準時刻信号に周期される。

地震計の保護は，設置・回収時に作動するジン

バルクランプと振子クランプにより行われており，

50Gまでの衝撃に耐えるようになっている。方位

角は，方位計により測定し，記録計の 1チャンネ

ルに記録する。電源供給は各部に対し出来るだけ

独立となっており， リチウム電池・ニッケルカド

ミューム電池を用途に分けて用いている。切離し

装置は，確実な回収の為2種類あり，そのうちい

づれか一つでも作動すれば，耐圧容器が浮上する

仕組みになっている。切離しの起動指令は，船上

からの超音波指令によるもの，切離し装置内のタ

イマーによるもの，内部時計によるものの 3種類

である。超音波の到達時間を使って，船からの距

離または，海底地震計から応答超音波信号の方位

角を測定して，海底地震計の位置を決め，震源精

度の向上・確実な回収を計っている。

船上装置としては，標準時刻を受信するか高安

定度の）レビジューム発信器を用いた時刻較正器と，

超音波位置検知遠隔制御装置がある。超音波位置

検知装置は最大20個の海底地震計を呼び出せるよ

うになっており，指令の種類は呼び出し以外に切

離し指令・位置計測（距離及び方位測定）がある。

簡易型自己浮上式地康計(FEU-I型図7.2) 

は，昭和56年度より開発に取り組み，多点で観測

が出来ることを重点に置き，高性能型 (CDPOBS

Ila)の開発・観測の成果を十分取り入れ，出来る

だけ簡易化を計ったものである。換震計は 2成分，

ジンバルは機械式の代りに粘性の高いシリコンオ

イルに浸す方式とし，切り離し機構はステンレス

線を海水中で電触させて溶かす方式のものを 1つ，

記録はカセット式の4cHのものを用い，耐圧容器

の材質はアルミニューム合金高性能型と同じであ

るが，大きさは55cmの外径と一回り以上小さく

なって短時間に設置・回収が可能なようになって

いる。また船上での機器のチェックを容易化する

為，船上操作盤を備えて迅速かつ確実な作業の実

施が行えるようにしている。
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図7.2 簡易型自己浮上式地震計

7. 1. 3 観測作業

自己浮上式海底地震計を用いた群列観測を実施

する上での検討項目としては，

(1) 観測の具体的目的を明らかにして海域の選

定をすること，

(2) 使用する機器等の限界の把握，

(3) 海象・気象・海底地質・地形等の自然条件

の把握，

(4) 社会的環境あるいは制約，

(5) 作業上の安全の保障

がある。これ等を総合的に考慮して，所期の目標

を達成するようにする。

観測の工程の概要は，図7.3のとおりである。

7. 1. 4 データの再生．．処理

海底地震計測の上で，特に直接記録の内蔵式の

場合，データの再生・処理が大きな問題である。

現在では，ハード，ソフトの両面の開発によって
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布設点の数だけ繰り返す

約1カ月の観測終了後

ロ 三ロ
システムの数だけ繰り返す

図7.3 自己浮上式海底地震計観測作業工程図

ルーチン的に処理できる体制が整ったが，今後は

イベント記録方式のものの開発を含めて高能率化

を計る必要があろう。再生の作業を行うにあたっ

ては，

(1) モニター記録の作製→

(2) 地衷の記録されている時刻をイベントタイ

ムとして読み取り→

データのD/A変換してMTテープに収録→

各号機によるイベントを照合と，地震ごと

のファイルの作製→

(5) 到達波の強調処理を施した早送り可視記録

の作製，の手順によっている。

7. 1. 5 観測

開発した海底地震計を用いて，昭和54年度より

観測を実施して来ている。日本近海においては，

観測強化地域に含まれている東海沖・相模沖・房

総沖を選定し，プレート境界部において精度の高

い地震活動の調査を行って，海底で発生する大（巨

大）地震の長期・中期予知に役に立つ資料の収積

を行っている。

例えば，昭和56年度の観測では，たまたま観測

ネットの近くに発生した紀伊半島沖群発地震を詳

細に解析することが出来，最大地震の前に地震前

兆指標の有望なものと考えられている b値が小さ

くなったこと等を示すことが出来た。昭和58年，

59年度の駿河トラフにおける群列観測では，駿河

湾内では駿河断層を境に，北と南では地震の活動

(3} 

(4} 

度が明らかに違うこと，駿河トラフよりフィリヒ°

ン海プレートがアジアプレートにもぐり込んでい

ることを示す地震活動の存在（図 7.4)，駿河湾

口周辺に同時多発の局所的群発活動が存在し，広

域にわたる応力状態の変化を示唆する可能性があ

ることを示すことが出来，東海大地震の震源域に

おける地殻活動の特徴，今後とるべき有効な観測

体制についての有益な知見を得ることが出来た。
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また昭和60年度の南海トラフ駿河トラフ接合部付

近の銭州海嶺海域における観測では陸上のネット

と比べて約10倍の地震の震源を決定し，海嶺を境

に地震活動に差があること，海底地形から推定さ

れた活断層に沿う地震活動が見当らないこと， 20

km以浅に地簑がないことを明らかにし，地震の発

震機構についてのデータも含めて， この周辺の地

震活動は，フィリピン海プレートの折れ曲りを原

因とする特徴的なものであろうと推論した。

昭和61年度における相模灘における観測は， フ

ィリピン海プレート北端部におけるテクトニクス

・地震予知研究の面で注目されている海域である。

データを解析して， 4ケ所における駿河湾におけ

ると同じような同時多発群発地震活動の存在，川

奈崎沖での地震活動現海底構造線との関係， 1987

年5月の地震活動と，新たな破壊域の形成との関

連，伊豆大島付近の地震活動と伊豆大島近海地震

(1978年）および1986年の三原山の噴火との関連

等につき有益な知見を得た。

7. 1. 6 国際協同観測

昭和58年度より 3年問にわたりオーストラリア

・ニュージーランド・インドネシア等の西南太平

洋の国々との国際協同観測を実施した。その研究

では海溝型の巨大地震や火山噴火予知の手法の確

立に有効な知見をうるため，海洋プレートの沈み

込み帯や，湧き出し口等のプレート境界域の力学

過程の解明を目的として，太平洋西南縁域に位置

するニューブリテン海溝域・トンガ海溝域・スン

ダ海溝域を観測域とした海底地震観測を行ったも

のである（図 7.5)。昭和58年度のニューブリテ

ン海溝の北側に位置するビスマルク海における観

測とデータの解析により，海洋底拡大の詳細な機

構（図 7.6)，昭和59年度のトンガ海溝の西側に

位置するラウ海盆における観測ではやはり従来よ

くわかっていなかった海洋底拡大の機構，昭和60

年度のスンダ海溝部における観測では，沈み込み

様式とアクリションプリズムでの地震活動につい

て，陸上からの地震観測では見出せなかった詳細

な機構を明らかにするという成果を得た。また，

エアガンを用いて人工震源を用いた観測データの

解析によって，地下深部の地震波速度構造を明ら

かにすることが出米，プレート境界域における造

構運動の研究に役立つ資料を得た。これ等の研究
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図7.5 国際協同観測による海底地裟計設置場所
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 図7.6 ビスマルク海における海洋底拡大のようす

を通して海洋底下の地質・地球物理学的研究にお

いて，自己浮上式海底地震計を用いた地震観測の

有効性と必要性を実証することが出来，今後この

方面の研究において，精密地形調査，音波探査と

並んで自己浮上式海底地震計による地震観測が大

きな役割を果たして行けることを示した。

これ等の，研究上の成果と共に国際協力の面で

も大きなものがあり，島弧•海溝系の研究の災害

軽減施策における重要性と，国際的に我が国に強

く期待されていることに鑑み，長期の展望を持っ

てこの種の研究を推し進めて行くべきである。観

測後の解析を協同で実施することが協同観測を実

りあるものにする一つの条件であるが，外国人研

究者の招へい制度が整備され，今後交流を盛んに

して地球科学研究の国際共同研究を充実する必要

がある。

7. 1. 7 海底地震観測の将来

東海地方では，駿河湾周辺に大地震が何時起き

ても不思議でないと言われ，また神奈川県西部地
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方には， M7クラスの地康の発生がそう遠くない

将来に起きることも危惧されている。我々のグル

ープでは， これ等の地震の予知研究に関連して駿

河トラフ・南海トラフ・相模灘において自己浮上

式海底地裟計を用いた精度の高い海底地震観測を

実施したところ，海底地震計を設置することによ

り，陸上のみからの観測綱では検出出来ない特徴

的な地震活動が存在し鮮明に捉えられることを実

証した。ぜひこの海域にオンライン方式による海

底地震観測ネットを布設し，陸上観測網と合わせ

て，地震活動の推移・地殻応力状態をくわしくモ

ニターし，プレート境界の動きの異常をいち早く

キャッチし前兆現象の捕捉が出米るようにしたい

と考えている。

海底地骸観測の主な手法は，ケーブル式，ブイ

式自己浮上式と 3つのものがあり，これ等の特

徴を生かして，観測研究を進めて行きたい。ケー

ブル式やブイ式は種々の根拠から，常時監視の必

要のある海域に設置し，地殻活動の監視に使い，

自己浮上式のものは，定期的なサーベイ蜆測や実

験的・実証的な観測に使って行くべきである。こ

れら 3つの方式を有機的に組み合わせて，我々の

目標とする海底で発生する大・巨大地震の予知手

法の確立を行う必要がある。

今後は，現在の技術で可能な観測を進めるばか

りでなく，地震予知事業を科学的な根拠に，より

一層拠ったものにする為には，どのような技術が

必要なのかを問い，その方面の技術開発を行うと

いう姿勢もとって行きたいと思う。

現時点で最も信頼できるシステムを，世界地震

観測ネット，過去の地震歴等の既存のデータから

見て地震発生危険度の高いと思われる地域が環太

平洋地震帯で何ケ所か想定されている。これ等の

地域の観測を国際協力により行い，前兆現象の収

積を精力的に行い，災害軽減に貞献する方向を望

みたい。

7.2 海底傾斜計観測

日本における被害地震の多くは，列島周辺の海

溝やトラフ沿いに発生してきている。これらの地

震の短期的予知を行うためには，震源に近い海底

域において，地震や地殻変動の連続観測を行えれ

ば非常に有効である。ケープ）レ式の海底地震計は

気象庁によりすでに実用化されているが，海底で

の地殻変動観測用機器は，数年前の段階では何も

なかった。そこで，まず海底傾斜計から開発を始

めようと，昭和53年度から研究を行ってきた。

海底傾斜計で最も重要なことは，その海底への

設置方式である。海底に基盤まで達するボーリン

グを行い，その孔底部に，傾斜計を設薗すれば問

題はないであろうが，大きな費用がかかるし，ま

た失敗の危険性も高い。そこで，より簡便・確実

なものとして，海底面自由設置や，海底浅部埋設

の方式について， これらが可能であるかどうかに

ついて試験観測を行うこととした。

製作した海底傾斜計は，円筒形の耐圧容器（直

径44cmX169cm)と鋼製枠 (21s・cmx 150 cm) 

よりなる。耐圧容器は，内部に，傾斜センサ一つ

き強制ジンバルと伝送装箇を収容している。頌斜

センサーとしては，当センターが陸上で観測に使

用しているものとほぱ同じタイプの振子型を 2台，

別に気泡型を 1台の合計3台を使用している。伝

送には周波数変調方式を採用している。

最初の実験は，昭和56年秋，この海底傾斜計を，

波浪等観測塔付近の水深約20mの海底面に自由設

置することにより，始められた。耐圧容器からの

同軸ケーブルは，観測塔脚に添い立ち上げられ，

観測室内部で電力分離3波器を介し，既設ケーブ

ル中の 1対に接続される。この既設ケーブルから

の信号は，平塚支所内の陸上復調装箇に導かれる。

観測を開始したものの， ドリフトが非常に大きく，

おさまることがなかった。特に，台風時等悪天候

の時のドリフトは大きく， 2時間で500f.l radを

越えるようなこともあった。

このように大きなドリフトの原因は，水深20m

という浅海であるため，波浪の影響が海底面にま

で及び，これによる往復流により，鋼製枠周辺の

海底砂層が洗掘されることにあると考えられる。

このような状況が以後も継続することとなれば，

この実験観測本来の目的である，海底砂層での傾

斜観測の可否を調査することができない。そこで，

人為的に傾斜計を海底砂層中に埋設し，波浪の影

轡から逃がれることに決定した。

最初に設置してからちょうど 1年後の，昭和57

年秋，初期位置のすぐ隣りに埋設設置を行った。

図7.7に埋設状況を示す。今回新たに採用した鋼

製架台は，その 4本の脚により，領斜計をより密
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な砂層と一体化させることを目的としている。こ

の埋設工事の3ヶ月後，平塚一筑波間は専用電話

回線によりテレメータ化された。これにより，姿

勢制御およびデータ収集が効率的に行えるように

なった。

次に観測結果についてであるが，埋設後ドリフ

トは激減し， 1か月後にはほぼ定常状態となり，

埋設が効果的であったことを示している。図7.8

は，気泡型傾斜センサーによる連続観測記録であ

る。東西成分はよく安定し， ドリフトは概略5μ 

rad／月におさまっている。これは，通常の陸上

のボアホール式傾斜計のドリフトの約10倍である。

それでも 1tL rad程度の短期的変動は十分検出で

きると考えられる。南北成分のところどころに見

られるステップは台風などによるものであるが，
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図7.8 海底傾斜計連続観測記録 (1983.2 -9) 

その他はまずまず安定しているといえよう。

このようにして，浅海においてさえも，海底砂

層中に埋設し，波浪の影響を小さくした海底傾斜

計により，有効な傾斜観測が行えることがわかっ

た。この結論は今後の深海底への海底傾斜計設

置方法について，有益な指示となるものである。

7.3 「しんかい2000」による研究

7.3. 1 はじめに

科学者の未知なる対象への興味はとどまるとこ

ろを知らない。厚さ数千mもの海水に覆われた海

底は，可視光の到達しない暗黒の，そして長い間

我々には手の届かない未知の世界であった。その

深海底も十年程前に華々しく登場したプレートテ

クトテクス理論の前に，徐々にその姿を現わし始

めた。

昭和52年にアメリカの地質学者達は，プレート

運動に伴う地質現象を自分達の眼で確認すべく潜

水調査船に乗り込み，ガラパゴス地溝帯に潜水し，

そこで濃密な生物群集を発見した。その後，潜水

調査船による深海調査が活発に行われ，、同様な生

物群集がプレート境界面で次々に発見された。こ

れらの生物群集は太陽エネルギーに依存しない，

プレート運動に伴い海底下から湧出する物質をエ

ネルギー源として生活していると考えられている。

昭和60年の Iしんかい 2000」による相模湾初島

沖での潜航調査で，巨大な二枚貝であるシロウリ
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ガイの群生地が，ほぼ南北方向に約7kmにわたり

散在しているのが発見された。この群生地の南西

約20kmには，しばしば群発を繰り返す伊豆半島東

方沖群発地震の震源域があり（図7.9)，海底活

断層も近くにあることから，断層運動とシロウリ

ガイ群生との関連に興味が持たれている。

昭和61年，国立防災センターは，「しんかい2000」

を利用した海底ガンマ線探査を初島沖のシロウリ

ガイ群生地で行い，数多くの有益な情報を手に人

れた。この研究は海底海底活断層の新しい調査手

法の確立を目的としている。
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図7.9 伊豆半島東方沖群発地震活動（堀貞喜，
1986)とガンマ線調査地点（女印）

7.3.2 研究の現状

(1) 計画の立案から潜航まで

昭和52年に基本設計が行われた「しんかい2000」

は，翌昭和53年から建造が開始され，昭和56年10

月末に完成した。そして，昭和58年7月には我が

国で最初の研究調査が富山湾で行われた。国立防

災センターが「しんかい2000」の利用計画書を，

「ガンマ線による海底活断層調査」という研究テ

ーマで提出したのは，昭和61年 1月であった。こ

の研究は， 「地下で断層運動に伴い岩石破壊が起

った際，岩石内に含まれている放射性ガスのラド

ンが解放され，断層を通じて地上に供給されるこ

とを予想し， ラドンの娘核種であるビスマスが放

出するガンマ線強度を計測して地震予知に貢献す

る」という内容である。しかし，その年は残念な

がら潜航調査に参加することは出来なかった。翌

年，再び同様な研究計画書を提出し， 5月に相模

湾で潜航調査を行うことになった。調査結果は予

想した通り，シロウリガイ群生地で過剰のラドン

を観測した。この過剰のラドンがプレート運動に

伴うものかを検証するため昭和62年10月と11月に

それぞれ， 日本海中部地震の震源域と相模湾初島

沖での潜航調査が予定されている。

(2) ガンマ線検出器

海底では，飛程の短い放射線は全て海水に吸収

されてしまうため，ガンマ線が計測可能な唯一の

放射線である。海底でのガンマ線強度は陸上に比

べ低いため，性能の秀れた検出器を選択すること

が菫要である。以下に，一般によく使われている

ガンマ線検出器の特性を述べる。

（ア） シンチレーション計数器

シンチレーターに放射線が入射した際に生じる

発光を，光電子増倍管で電流増幅して，これを電

気信号に変換する。そして，ーこの電流パルスを計

数する。放射線の人射により発光する物質は数多

く知られているが，光電子増倍管の最光感度に近

い波長の光を出し，光の収擢が大きく，かつ光の

減衰時間の短い大型の結晶が得られるものが必要

とされる。 Nal(Tl) • Cs I (Tl)などの無機結

晶アントラセン・スチルベンなどの有機結晶が

シンチレーターとしてあるが，環境ガンマ線測定

にはNal(Tl)が最も有効である。これは，計数

効率が高く， しかも比較的分解能が高い等の理由

による。海底ガンマ線探査には，この

シンチレーション検出器を使用した。

（イ）半導体検出器

半導体の空乏層に入射した放射線によるイオン

化電流を測定するのが半導体検出器の原理である。

空乏層の作り方により幾つかの型に分けることが

出来る。高純度半導体型・リシウムドリフト型が，

代表的なガンマ線測定用半導体検出器であり，い

ずれも Nal,(Tl)シンチレーション検出器に比べ

格段に高い分解能を持つが，計数効率の低さ，液

体窒素による冷却を必要とするなどNal(Tl)、ン

ンチレーションよりも扱いにくいことが難点であ

る。

(3) ガンマ線測定系

潜航調査に使用した測定系の概略を図7.10に示
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す。 Nal(Tl)シンチレーション検出器・前置増

幅器・光電子増倍管から成る検出部を，直径25cm

高さ70cm, 内厚2cm, 空中重量35kgの円筒型

のアルミニウム製耐圧容器に収納し，調査船の外

側に取り付けて， 3,000秒間の測定を行った。検

出器からの信号は，長さ約5mの信号用同軸ケー

ブルを介して調査船コックピット内のマルチチャ

ネル波高分析器に伝送される。コックピットには，

高圧電源・主増幅器・マルチチャネル波高分析器，

それらの動作に必要な電圧を供給するためのバッ

テリー，そして得られたデータをカセットテープ

に記録するためのテープレコーダーが設置されて

いる。潜航調査が終った後，カセットテープに記

録されたデータはインターフェイスを介してディ

スクに保存され，パーソナルコンピューターでス

ペクトルの解析が行われる。

IB)「しんかい2000J居住区

図7.10 ガンマ線測定系

IC)母船「なっしま」

実験室

(A) 「しんかい2000」外部
Na I (Tl) : Nal (Tl)シンチレーション

計数管

PMT ：光電子増倍管

PA ：前置増幅器

(B) 「しんかい2000」コックピット

HV :高圧電源
MA  ：主増幅器

MCA:マルチチャネル波高分析器

BAT:鉛蓄電池

AMT:オーディオ磁気テープ

(Cl 母船「なっしま」実験室

PC :パーソナルコンピューター

PRT:プリンター

DSK:ディスク装置

IFC:インターフェイス

7. 3.3 将来計画

潜水調査船「しんかい2000」を利用した海底活

構造地域のガンマ線調査は，地裳予知研究上有効

であることが今回の潜航調査で確認された。しか

し，この調査方法は一地点での測定に約50分を必

要とするため，一回の潜航では最大二地点のデー

タしか得ることが出来ない。これは極めて不利と

言わざるを得ない。この問題を解決するためにも，

そして地震予知研究には同一地点での長期間にわ

たる多要素の連続記録が必要であることから考え

ても，早急に多くの観測項目を同時測定出来る深

海用連続観測装置を製作し， 「しんかい2000」で

適当な海底に布設する観測手法を開発する必要が

ある。

7.4 硫黄島における海の観測

7.4. 1 概要

小笠原の硫黄島は，東京湾口の南方約1,250km 

に位置し，伊豆ーマリアナ島弧上にある活動の活

発な火山島である。

この火山島に国の火山噴火予知計画に沿って，

当所では昭和55年度より火山活動観測網の整備に

着手し，昭和59年にその骨格的整備を終了し，現

在地震等の観測を継続中である。これらのデー

タを使用し，火山噴火予知および火山災害の研究

がなされている。更に， これらの結果は，必要に

応じて，火山噴火予知連絡会等に報告している（図

7.11,図7.12)。

7.4. 2 研究の現状

海に関する観測としては，潮位の観測が，昭和

55年12月より，島の南端の飛石鼻において開始さ

れた。この目的は，同島の地殻変動状況を把握す

るため水準の基準点を平均潮位によって求めるた

めである。

観測方法は，開始以来，昭和61年 9月までが浮

子の位置を磁気による検出で水位を測定するもの

であったが台風等の波浪に耐えられず， 2回流失

したため，昭和62年3月以降は，圧カセンサーに

よる測定方式として現在観測中である。昭和61年

9月から62年 3月の間は方式設計と場所の選定の

ため欠測である（図7.13,写真 7.1)。

水位は， 5分間の平均水位を観測しているため，
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吋良7.1 硫黄島の南端飛右瓜の溶岩に固定され

設四された潮位叶受感部

それより短かい周期の波等の観測にはイヽ適である。

硫黄島の水位観測中にf想もしていなかった，

洵底明火によると考えられる水位の変化か昭和61

年 1月18日から19日にかけて観測された。この海

底咀火は，南硫黄島近海の「伽徳岡の場」に発IL
したもので，明火活動に伴って新島を形成するな

ど1914年以来72年ぶりの大明火であった。この時

の水位変化について，冴所の海洋関係者により解

析され，洵祥学会等での成果が発表されている。

7.4. 3 将米d「画
現状では，平均海水曲を符壮出する手段としての

水位観測であるが太平洋の只中で，さえぎるも

のか何もなく，水位の変化等が観測出米るという

好位置を占めているこの観測点を瞬間値を観測出

来るように施設を強化し， f想される南Jj洵域に

位置する海底火山による水位の変化を直接観測し，

海底明火の機構解明等に役立てたい。

「福徳岡の場」の明火活動時にいわゆる火山

性微動とは異なる数秒から数ヘルツの地澁波形か

固有周期 l秒の地森叶により観測された。これは，

噴火活動に伴なう音波のn]能性もあったが，決め

手となるものはなかった。水巾音1.£註による水lil

音の観測を行って届れば，詳細な検討か可能であ

り，噴火機構の解明や予知手法の確立に役立った

のではないかと考えられる。機会があれば，海底

噴火のみならず，遠地地姦や沖波に関する何等か

の新しい情報が得られる可能性かあるので水中音

圧計による水中音の観測をぜひ実施したいと考え

ている。

これら観測したブータは，現在，現地収録であ

るか，筑波の本所ヘデータか伝送されれば，水位

変化をもたらすような現象の発生に際し，即時対

応が可能になり，研究は 41ガ推進されるものと考

えられる。

硫黄島では現在，人工衛屈を利用したNTTの

公衆回線があり，内地と通話が可能であるが，研

究用に一回線占有することは難しいようで，将米

回線容i11の増大あるいは他の衛厘 (JC・SAT等）

を利用することを考えたい。
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